
令和7年度北海道の生涯学習関連施策の概要  
■ リンク
1 ３次構想の区分表
2 課題の選択肢

大

分

類

中

分

類

小

分

類
定量的 定性的評価（３行程度） 特記事項（３行程度）

1
私立学校等管理運営対策費
補助金

総務部 行政局 学事課

○私立学校の教育条件の維持向上及び修学上の経済的
負担の軽減を図るとともに、経営の健全性を高め、
もって私学教育の振興を図るため、私立学校への助成
を実施

継続 Ⅳ 11 (36)

○教育条件の維持向上、経営の健全化及
び保護者負担の軽減が図られ、もって私
学教育の振興が図られた。

4 5

○少子化の進行に伴い、幼児児童生徒の
確保が難しくなってきている。

2
官民連携推進事業費
（地域おこし協力隊支援
パッケージ事業費）

総合政策部 官民連携推進局 -

本道の地域活性化の重要な担い手となっている地域お
こし協力隊員の更なる確保や活動支援、任期後の定住
に向けて、市町村の隊員募集情報の一元的な発信やワ
ンストップ窓口での相談対応、研修・交流会の開催、
市町村へのアドバイザー派遣など、道内の隊員や市町
村への支援の取組を効果的に実施

継続
（R5）

Ⅲ 8 (22)

○R7年度の主な実績
■各種研修会・交流会・
　セミナーの開催
　参加人数（延べ）：535人
■首都圏独自PRイベントの
開催
　参加人数（延べ）：1,030
人
■「協力隊アドバイザー」
登用による伴走支援
　活用市町村数：1町
■首都圏等イベント出展に
よる募集PR
　ブース来場者数：313人
■おためし・インターン制
度活用促進PR
　広告クリック数（延
べ）：13,844回
 広告クリック率：1.3％

○道内の隊員及び市町村に対し、各
フェーズ(募集・任期中・任期後)に応じ
た効果的な支援を行い、隊員数及び定住
率は全国上位となっている。

1 2 3

○隊員の確保に向けて、市町村と連携し
首都圏等での募集強化や、おためし・イ
ンターン制度等のさらなる活用促進を図
る必要がある。
○協力隊の全道ネットワーク及び地域
ネットワークの活動を活発化させ、隊員
のサポート体制の充実を図る必要があ
る。

3
科学技術ふれあい推進事業
（サイエンスパーク）

総合政策部 計画局 科学技術振興課

本道の未来を担うこどもたちが科学技術を身近に感
じ、学ぶことができる科学体験イベントを開催するこ
とで、広く道民の科学技術に対する理解を深めていた
だく。開催にあたっては、主催者をはじめ、企業や教
育機関、試験研究機関など多様な主体が参加すること
で、科学技術の振興に向けた連携を加速させる。

継続 Ⅱ 4 (7)

・体験教室参加者数
1,750人
・オンライン参加者数
43,140アクセス

こどもたちが科学技術を身近に体験し、
学ぶ機会を提供することにより、保護者
等も含め広く科学技術に対する理解を深
めてもらうことができた。 2 3

4
語学指導等外国青年招致事
業

総合政策部 国際局 国際課

外国青年を地方公共団体等に配置し地域社会での諸活
動を通じて、外国語教育を充実させると共に、外国人
が地域で受け入れられるための土壌を作る。また、地
域レベルでの国際交流の進展を図り、諸外国との相互
理解の増進と国際化の推進に資する。

継続 Ⅲ 7 (16)

・国際交流員40名
（札幌市を除く全道分）
・語学指導助手287名
（札幌市を除く全道分）
・スポーツ交流員6名
（札幌市を除く全道分）

○海外から外国青年を招致し外国語教育
を充実させ、地域レベルでの国際交流の
推進を図ることで、本道の国際化の推進
及び人材育成に貢献した。 11

○コロナ以降、夏来日者（2回各100人程
度）の北海道への移動を旅行会社に委託
していたが、人件費の高騰により、代替
手段を検討する必要がある。

5

北海道国際交流・協力総合
センター補助金（北海道グ
ローバル人材育成事業（高
校生･世界の架け橋養成事
業））

総合政策部 国際局 国際課

未来の北海道を担う高校生を、格差や環境汚染等を抱
える発展途上国や、姉妹友好提携地域や北方圏諸国な
ど道の国際化施策の推進上重要と位置づけられる国・
地域に派遣する。

継続 Ⅲ 7 (16)

研修参加者：高校生11名 様々な方面と協働できる国際感覚を持っ
た人材として育成することにより、国際
相互理解の促進に貢献した。

11

○年々所要経費が増加する中、よりコス
トパフォーマンスの高い効果的な事業形
態等を検討する必要がある。

6
日本語教育等による多文化
共生推進事業費

総合政策部 国際局 国際課

北海道が目指す「外国人に選ばれ、働き暮らしやすい
北海道」の実現に向け、居住地や環境を問わず、日本
語学習意欲のあるすべての外国人に日本語学習機会を
提供できる体制を構築する。

R5 Ⅰ 2 (3)

・総合調整会議の開催：２
回
・日本語教育人材育成研修
の実施：１地域
・日本語教室モデル事業の
実施：６地域

・実施地域やその周辺地域において、日
本語教育の重要性や多文化共生に対する
意識の向上が図られた

1 12 15

○市町村ごとに多文化共生に対する意識
の温度差が見られるため、意識醸成の取
組が必要
○日本語教室の空白地域解消に向けて、
近隣地域との連携やICTを活用した日本
語教育の検討等が必要
○国費補助金を活用しているが、国の予
算不足により申請額どおりの交付となら
ず、予算確保が課題

実績・成果・効果等 今後の課題

選択肢
(３つまで)

No 部令和７年度事務事業名 所管局 所管課 事業概要（５行程度）
新規
継続
年度

区分
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7 北海道未来人財応援事業費 総合政策部 国際局 国際課

道内の大学生等の海外留学や、スポーツ指導者、芸術
家、職人等を目指して海外で知識・技術等の向上に取
り組む若者の挑戦を、「ほっかいどう未来チャレンジ
基金」を活用し、官民連携によりオール北海道で支援
する。

H29 Ⅳ 12 (38)

平成29年から令和7年まで61名が海外へ留学。北海道の発展に貢献する意欲のある北海
道の若者が海外留学等を通じて自らの資
質を高めることにより、北海道の将来を
担う人材の育成に寄与。 1 6 11

〇積極的な企業訪問などによる寄附金の
確保
〇応募者が少ない「スポーツコース」、
「未来の匠コース」の応募者確保

8
地域資源を活用した魅力体
験創出事業

総合政策部 地域創生局 地域政策課

日本遺産や北海道遺産は、本道の文化・芸術・歴史を
形成する重要な地域資源である。これらの遺産等を活
用した特色あるイベント等を開催することで、その魅
力や価値を地域と一体となって発信し、多くの方々の
誘客に繋げるなど、地域の活性化を図る。 R5 Ⅱ 4 (7)

日本遺産×北海道遺産PRイベントin旭川道内各地域の審査等に向けて、関係市町
村、協議会等との情報交換などに努める
とともに、各協議会の取組強化に繋がる
事業を実施した。

6 10 11

日本遺産など、地域資源のより一層の認
知度向上や、地域遺産への訪問の促進が
必要。

9 自転車活用等促進事業費 総合政策部 地域創生局 地域政策課

「第３期北海道自転車利活用推進計画」に基づき、関
係機関等と連携しながら、「安心して走れる道と、み
んなで守るルールで安全に、もっと楽しく快適に自転
車を利用」できるよう、イベントなどを開催し、あら
ゆる世代の健康増進に資する安全で安心な自転車の利
用を促進する。

H30 Ⅳ 10 (26)

‐ 第２期北海道自転車利活用推進計画に基
づき、関係者との連携を図りながら、自
転車の利活用に関する施策を推進した。

1 6

新たに策定した第３期北海道自転車利活
用推進計画に基づき、関係者との連携を
図りながら、自転車の利活用に関する施
策を推進する。

10
地域づくり総合交付金
（地域づくり推進事業）

総合政策部 地域創生局 地域政策課

地域課題の解決や地域活性化を目的として、市町村や
民間団体等が取り組む各種事業に対し、地域づくり総
合交付金により支援する。

継続 Ⅴ 13 (41)

  R7採択事業数1,261件（の内数）○市町村等による、地域づくりを目的と
した取組が効果的に促進された。

9

11
自然公園保全費(自然保護
普及啓発資材作成費)

環境生活部 自然環境局 自然環境課

○自然公園ガイドマップの作成・配布

Ⅲ 7 (14)

○公園利用者に自然公園ガイドマップを
配布することで、自然公園を利用する際
のルールやマナー、さらに見どころや利
用施設などの情報を周知することができ
た。

3

○令和8年度は宿泊税活用事業として、
多言語化した自然公園ガイドマップを作
成予定。

12 環境政策推進事業費 環境生活部 環境保全局 環境政策課

○環境の村事業
道民が、環境問題を身近なものとして受け止め、具体
的な環境保全活動の実践へと結びつけることができる
よう、子どもから大人までを対象とする参加・体験型
の環境教育プログラムや指導者育成セミナー等を実
施。

継続 Ⅲ 7 (14)

参加者数：49人 ○参加・体験型の環境学習や環境教育に
関する知識や技能を習得するセミナー等
の実施により、人材育成が図られてい
る。 8

○地域の特性を活かした環境学習の機会
を提供できるよう、人材育成をさらに推
進する必要がある。

13 環境保全対策推進費 環境生活部 環境保全局 環境政策課

○地域環境学習普及事業
全道の（総合）振興局において、地域団体や市町村と
連携して環境セミナーや自然観察会等を開催すること
により、地域における環境保全活動の取組を促進す
る。
○地域環境学習講座
住民団体等が実施する環境学習講座に講師を派遣する
ことにより、地域における環境活動を支援する。

継続 Ⅲ 7 (14)

○地域環境学習普及事業
・参加者：延べ1万人以上
○地域環境学習講座
・講師派遣：3回
・参加者：268人

○地域環境学習普及事業
・全道においてイベントの開催、ブース
の出展、自然観察会等を開催し、地域に
おける取組を促進した。
○地域環境学習講座　eco-アカデミア
・地域の住民等が主催する環境学習講座
に講師を派遣することで、地域住民の環
境保全意識の高揚が図られている。

1 11 14

14 北海道環境財団助成費 環境生活部 環境保全局 環境政策課

○道民及び事業者の自発的な環境保全活動の促進を目
指し、環境情報や環境学習機会の提供、環境保全活動
への支援などを実施する(公財)北海道環境財団に対
し、事業に必要な経費を助成。

継続 Ⅲ 7 (14)

広く道民及び事業者に対して、情報提供
や環境保全活動・環境教育の推進に資す
る事業を実施しており、環境保全意識の
醸成・環境配慮行動の推進が図られてい
る。

6

○環境保全活動等に主体的に取り組む人
づくりや、家庭、学校、ＮＰＯ、事業者
など様々な主体の連携・協働をさらに進
める必要がある。

15
男女平等参画社会づくり推
進事業費

環境生活部 くらし安全局 道民生活課

あらゆる分野において、男女平等参画を推進していく
ために、先駆的な活動を行っている個人、団体等を顕
彰し、その活動を広く道民に周知することで、男女平
等参画の気運を高める。

継続 Ⅲ 7 (19)

○R7表彰実績
　個人：３名

○先駆的な活動によって男女平等参画に
貢献している個人・団体を顕彰し、男女
平等参画に関する気運の醸成が図られて
いる。 1 7

2 / 23 ページ



16 女性プラザ管理運営費 環境生活部 くらし安全局 道民生活課

北海道における女性の自立と社会参加を促進し、男女
平等参画社会を実現するための情報提供など、女性の
全道的な活動の拠点施設として「道立女性プラザ」を
設置する。

継続 Ⅲ 7 (19)

○R7主な実績
・図書貸出：813名
・男女平等参画週間講演
　会、女性プラザ祭、ケ
　アメン講座ほか各種セ
　ミナーなどの開催（参
　加者計　2,085名）
・市町村等連携講座：6
　市町195名

○道立女性プラザにおける「利用者満足
度調査」の結果、「満足」が52.2%、
「おおむね満足」が32.7%、「普通」が
9.4%「やや不満」、「不満」が0％）と
なっており、女性の自立と社会参加の促
進に寄与した。

9 10

17 北海道女性協会補助金 環境生活部 くらし安全局 道民生活課

女性の生活文化と福祉の向上を図り、女性団体相互の
連携に努めるとともに、男女平等参画社会づくりに寄
与することを目的とした（公財）北海道女性協会の事
業に対して助成する。

継続 Ⅲ 7 (19)

○R7実績
・女性大学（2期開講）
　：受講生合計355名
・教養講演会：3市町
　134名
・男女平等参画関係法律
　家派遣事業：６市21名

○男女平等参画社会づくりの必要性の認
識を高め、配偶者暴力、セクハラなどの
諸問題の解決に寄与する知識の向上や、
道民意識の高揚が図られている。

9 14

18
ほっかいどう女性活躍推進
事業費

環境生活部 くらし安全局 道民生活課
社会参画を希望する女性に対し、柔軟性のある社会参
画の方法を紹介するほか、企業や団体等に向けた女性
の社会参画に係る講演会等を開催する。

継続 Ⅲ 7 (21)

○R7主な実績
・政治分野への参画拡大に
向けたセミナー ：会場34
名、オンライン36名
・女性の起業チャレンジ事
業：全体参加者216名
・「今日からとも家事フォ
トコンテスト」（応募総数
81件）
・女性ロールモデル集の
　作成（３名）
・理系女子学生と道内企
　業の交流セミナー：参加
30名
・健康課題セミナー：会
場・アーカイブ158名

○各種セミナーやワークショップを開催
することにより、女性の活躍推進に関す
る気運の醸成が図られた。

1 6 12

19 地域活動推進事業補助金 環境生活部 くらし安全局 道民生活課
○地域活動支援
○ボランティア情報提供
○コミュニティ再生

継続 Ⅰ 3 (5)

○地域活動支援団体数；15
団体
○ボランティア活動支援団
体数；242団体

○地域活力向上やネットワークづくり、
ボランティア活動をしたい人と人手が必
要な団体のニーズのマッチングを図った
ほか、住民主導の研修会開催を支援し、
住民による主体的な地域コミュニティづ
くりの一助となった。

1

○地域活動推進に向けて、本事業の取組
が各地域において広く認知されるよう、
より一層周知を図る必要がある。

20 市民活動促進費 環境生活部 くらし安全局 道民生活課 ○特定非営利活動法人の設立認証等 継続 Ⅰ 3 (6)

○NPO法に基づく認証手続き
並びに監督等を行う団体
数；1,232団体

○NPO法人の設立や運営に係る事務手続
きを通じて市民活動の促進を図った。

10

○市民活動促進のため、北海道立市民活
動促進センターと連携するなどしてNPO
法人の事務手続きに関する知識の向上を
図る必要がある。

21
市民活動促進センター管理
運営費（指定管理）

環境生活部 くらし安全局 道民生活課

○北海道立市民活動促進センターの管理運営
○情報収集提供
○学習機会提供
○人材育成
○調査研究

継続 Ⅰ 3 (6)

○相談数；128件
○セミナー・研修会等参加
者数；1,037名

○市民活動促進センターにおける情報収
集提供、学習機会の提供など、市民活動
団体への支援を実施した。
○市民活動促進に向けたセミナーや研修
会を実施し、人材育成を図った。

10

○市民活動促進のため、NPO法人運営に
必要な知識や中間支援組織のサポート力
の向上を図る必要がある。

22

すべての人の人権が尊重さ
れる社会づくり推進事業
（「北海道人権フォーラ
ム」）

環境生活部 くらし安全局 道民生活課
北海道人権施策推進基本方針に基づき、人権が尊重さ
れる地域社会の実現に向けて道民を対象とした人権に
関するフォーラムを開催。

R1 Ⅲ 7 (21)

Ｒ７参加人数：約100名（オ
ンライン）

○専門家による講演や先進的な取組を行
う企業の事例発表を通して、人権に配慮
し互いを認め合うための知識と理解の浸
透が図られた。 1 6 7
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23

すべての人の人権が尊重さ
れる社会づくり推進事業
（「北海道犯罪被害者等支
援フォーラム」）

環境生活部 くらし安全局 道民生活課

犯罪被害者等の置かれている状況や支援の必要性等に
ついて、道民の理解を深めることを目的としたフォー
ラムを開催。

Ⅲ 7 (20)

Ｒ７参加人数：86名 ○「犯罪被害当事者の方が抱える苦労や
求める支援」についての具体例を交えた
講演と、支援の取組の説明により、犯罪
被害者等支援についての理解促進を図る
ことができた。

1 12

24

すべての人の人権が尊重さ
れる社会づくり推進事業
（「再犯防止推進フォーラ
ム」）

環境生活部 くらし安全局 道民生活課

犯罪や非行をした人が、社会において孤立することな
く、再び社会を構成する一員として地域に定着できる
よう支援し、道民が安全で安心して暮らせる社会の実
現に向け、再犯防止に対する理解を深めることを目的
とした北海道再犯防止推進フォーラムを開催。

Ⅲ 7 (20)

Ｒ７参加人数：71名 ○『地域で支える再犯防止』をテーマと
した講演を通じて、犯罪をした人たちへ
の支援に対する理解促進が図られ、安全
で安心して暮らせる地域社会の実現に向
けた機運醸成につながった。

1 2 6

25

すべての人の人権が尊重さ
れる社会づくり推進事業
（「インターネット上での
人権侵害防止対策セミ
ナー」）

環境生活部 くらし安全局 道民生活課

ネット利用に伴う誹謗中傷等の人権問題が後を絶たな
いことから、ネットやSNSにおける人権侵害等の防止を
目的としたセミナーを開催。

R4 Ⅲ 7 (20)

Ｒ７参加人数：59名 ○「サイバー空間に潜む脅威と被害の防
止」をテーマとした講演を通じて、ネッ
ト上のトラブルや青少年の非行・被害の
未然防止に向けた地域や家庭での取組に
対する理解促進が図られた。 1 2 7

26
すこやか若人育成推進事業
費

環境生活部 くらし安全局 地域安全課

○将来の本道を担う人づくりを図る取組の推進
○道内経済団体等と連携し、「次代の北海道を担う青
少年育成協議会」から「日本の次世代リーダー養成
塾」へ道内高校生を派遣 継続 Ⅲ 8 (22)

○R7派遣実績
　6名

○歴史や文化の異なる国内各地の高校生
との議論や交流により、積極性や行動
力、思考力が身についている。

1 6 12

○事業効果を道内各地の高校生に波及さ
せるため、引き続き、周知に努める必要
がある。

27
青少年指導員設置費（会計
年度任用職員）

環境生活部 くらし安全局 地域安全課

地域における青少年対策を総合的に推進するため各
（総合）振興局に青少年指導員を配置

継続 Ⅴ 13 (41)

○R7配置実績
　14名

○青少年指導員による市町村や民間団体
との連絡調整により、地域の連携強化や
青少年運動が充実化した。

1 6 12

○地域に精通し、青少年対策に必要な知
識と経験を有する者を配置し、地域にお
ける青少年のための健全な環境づくりを
促進する必要がある。

28
青少年育成推進事業費補助
金

環境生活部 くらし安全局 地域安全課

○青少年育成住民運動の促進
○環境づくり実践活動の推進
○青少年社会参加の促進

継続 Ⅳ 12 (39)

○青少年地域合同会議
　14振興局で開催
○青少年育成大会の開催
　１回
○北海道青年活動元気プロ
ジェクト
　３団体に助成

○青少年育成大会の開催により、各地域
の青少年が自らの考えを発表する機会が
持てた。

1 6 12

○引き続き、各地域の青少年の健全育成
に資する取組を行う必要がある。

29
自然公園保全費(自然保護
普及啓発資材作成費)

環境生活部 自然環境局 自然環境課

○自然公園ガイドマップの作成・配布

Ⅲ 7 (14)

○公園利用者に自然公園ガイドマップを
配布することで、自然公園を利用する際
のルールやマナー、さらに見どころや利
用施設などの情報を周知することができ
た。

3

○令和8年度は宿泊税活用事業として、
多言語化した自然公園ガイドマップを作
成予定。

30
野生鳥獣保護管理対策費
（愛鳥思想普及：野鳥絵画
展）

環境生活部 自然環境局 野生動物対策課 ○野鳥絵画展の実施
継続

（S63)
Ⅲ 7 (14)

【作品応募数】
小学校：１４０
中学校：１９３
高等学校：５
計　３３８

優秀作品を表彰し野鳥絵画展を開催する
ことで、道民に対しても愛鳥保護思想を
啓発することができた。

2

近年、少子化の影響などのため、教育機
関への協力依頼により募集を働きかける
などし、愛鳥思想の普及を図っていく必
要がある。

31 北海道文化財団補助金 環境生活部 文化局 文化振興課

○（公財）北海道文化財団に対する事業費等に対する
補助（創造的な舞台等の発表活動の支援、演劇･音楽等
の観賞活動の支援　等）

継続 Ⅳ 10 (30)

地域文化創造事業　　　47
事業　25,115人
文化活動人材育成事業　 12
事業　 2,099人
文化情報発信事業　　　 2
事業　　 123人
芸術文化鑑賞事業　　　32
事業　10,525人
芸術文化交流事業　　　11
事業 　1,151人

・道民の文化・芸術活動への参加機会の
充実に寄与している。
・若手芸術家の活動支援等に寄与してい
る。

11
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32 財団法人地域創造負担金 環境生活部 文化局 文化振興課

○(一財)地域創造へ負担金を支出
 ※財団の設立目的：地方団体の要請に応えて文化・芸
術の振興による創造性豊かな地域づくりを支援

継続 Ⅳ 10 (30)

地域における文化・芸術活動に寄与して
いる。

11

33 生活文化活動振興事業費 環境生活部 文化局 文化振興課

○北海道地域文化選奨の選考及び贈呈
○文化事業等に対する後援、出賞　等

継続 Ⅳ 10 (30)

知事賞出賞59件 道内各地の様々な文化活動の円滑な運営
や、各団体・個人の活動意欲の向上に寄
与している。

1

34
文化発信拠点づくり推進事
業費

環境生活部 文化局 文化振興課

○本道の文化情報を発信するポータルサイトの運営
等

継続 Ⅳ 10 (30)

北海道歴史・文化ポータルサイト「AKARENGA」閲覧数198,807・道民の文化・芸術活動への参加機会の
充実に寄与している。
・若手芸術家の活動支援等に寄与してい
る。

1

35 文化団体活動費補助金 環境生活部 文化局 文化振興課

○北海道文化団体協議会が行う文化活動事業に対する
補助（道民芸術祭、国民文化祭派遣　等）

継続 Ⅳ 10 (30)

道民芸術祭事業
13,417人

道民の文化・芸術活動への参加機会の充
実に寄与している。

11

36 芸術文化活動費補助金 環境生活部 文化局 文化振興課

○(公財)札幌交響楽団の演奏事業に要する経費に対す
る補助

継続 Ⅳ 10 (30)

音楽教室及び演奏会の開催
116公演

道民の文化・芸術活動への参加機会の充
実に寄与している。

11

37 ＰＭＦ開催事業費補助金 環境生活部 文化局 文化振興課

○ＰＭＦ組織委員会の開催する事業に要する経費に対
する補助

継続 Ⅳ 10 (31)

世界的に優れた音楽の鑑賞
機会の提供 1,882人

・道民の文化・芸術活動への参加機会の
充実に寄与している。
・若手芸術家の活動支援等に寄与してい
る。

11

38
地域メディア芸術推進事業
費

環境生活部 文化局 文化振興課

○「北のまんが大賞」「北のアニメ大賞」の実施

H28、R5 Ⅳ 10 (30)

北のまんが大賞応募作品217
件
北のアニメ大賞応募作品16
件

まんがやアニメを活用した北海道の魅力
発信や、次世代を担うクリエイターの発
掘や育成に寄与している。

1

39
オホーツク流氷科学セン
ター費

環境生活部 文化局 文化振興課

○オホーツク圏の自然や生活文化に関する出前講座、
体験型イベントの実施　等
○オホーツク流氷科学センターの管理・運営（指定管
理者）

継続 Ⅱ 4 (7)

利用者数　36,956人 オホーツク圏の自然や生活文化に対する
理解を深める機会や体験の場を、広く提
供している。

6
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40 北海道博物館費 環境生活部 文化局 文化振興課
○展示活動、講演会、体験型講座、観察会等の実施
○北海道博物館、北海道開拓の村、自然ふれあい交流
舘の管理・運営（指定管理者）

継続 Ⅱ 4 (7)

北海道の歴史･文化・自然に対する認識
を深める機会や体験の場を、広く提供し
ている。

1

41 開拓の村施設整備費 環境生活部 文化局 文化振興課 ○開拓の村のインフラ老朽化に係る修繕等 継続 Ⅱ 4 (7)

各種取組の場となる施設の長寿命化が図
られている。

42
縄文世界遺産活用推進強化
費

環境生活部 文化局 文化振興課

○ 「北海道･北東北の縄文遺跡群」の適切な保存と活
用を図り､国内外への価値の発信を強化

継続

北の縄文ポータルサイトア
クセス数6.4万件

縄文世界遺産の価値や魅力の普及啓発に
寄与している。

1

43
総合体育センター費（管理
運営費）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

道立総合体育センターの効率的運営を図るため、指定
管理者へ負担金を支出する経費

継続 Ⅳ 10 (29)

施設利用者数の増員
　804，190人

○道立総合体育センターの施設利用者数
は堅調に推移しており、地域スポーツの
活動拠点として機能している。
　また、各種大会の開催を通じて、各種
スポーツ競技の振興が図られた。

9

○道立総合体育センターの効率的な運営
及び維持管理を行っていく必要がある。

44
北見体育センター費（管理
運営費）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

道立北見体育センターの効率的運営を図るため、指定
管理者へ負担金を支出する経費

継続 Ⅳ 10 (29)

施設利用者数の増員
　79，742人

○道立北見体育センターの施設利用者数
は堅調に推移しており、地域スポーツの
活動拠点として機能している。
　また、各種大会の開催を通じて、各種
スポーツ競技の振興が図られた。 9

○道立北見体育センターの効率的な運営
及び維持管理を行っていく必要がある。

45 スポーツ団体活動費補助金
環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

○（公財）北海道スポーツ協会が実施する道内のス
ポーツ指導者やスポーツ愛好家を対象とした研修会等
へ補助を行う

継続 Ⅳ 10 (29)

・参加者：185人 ○指導者の資質の向上や、指導者間の連
携を深めることにより、本道のスポーツ
振興に寄与

2 8 10

46 障がい者スポーツ振興費
環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

障がい者の体力維持・増進、社会参加や道民の理解の
促進を図るためのスポーツ大会等の実施に対し助成

継続 Ⅳ 10 (29)

・北海道障がい者スポーツ
大会　夏季 278名参加、冬
季 55名参加
・はまなす車いすマラソン
2025 ハーフ42名、ショート
62名　等

広く道民に対し、障がい者スポーツに対
する理解を深める機会となっており、ま
た、障がい者にとって、各種大会やス
ポーツ教室の参加は、社会参加意欲に結
びついている。 1 2

地域でのスポーツ人口拡大のため、今後
も障がい者スポーツの裾野拡大、人材育
成が必要である。

47
全国障がい者スポーツ大会
派遣費補助金

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

全国障害者スポーツ大会に選手団を派遣する経費を
（公財）北海道障がい者スポーツ協会へ補助

継続 Ⅳ 10 (29)

第24回全国障害者スポーツ
大会（開催地：滋賀県）へ
北海道選手団として72名を
派遣

選手は全国大会出場を目標に、全道大会
での好成績を目指しており、日々のト
レーニングの習慣化やスポーツの継続に
つながっている。

1 2
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48
スポーツをする・みる・さ
さえる促進事業（障がい者
スポーツの推進）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

障がい者スポーツの体験機会提供、障がい者スポーツ
団体の活動支援

継続 Ⅳ 10 (29)

・障がい者スポーツの運動
会を開催し、6チーム43名が
参加
・障がい者スポーツの活動
団体 10団体へ活動費の支援

・健常者の理解促進、障がい者と健常者
の交流が図られた。
・活動資金が脆弱な障がい者スポーツ団
体の活動の活性化が図られた。

1 2 6

49
スポーツをする・みる・さ
さえる促進事業（スポーツ
に親しむ環境の整備）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

総合型スポーツクラブ設立等促進支援、カンファレン
スの実施

継続 Ⅳ 10 (29)

・総合型地域スポーツクラ
ブ育成市町村数：96

・総合型地域スポーツクラブの認知度向
上に向けた啓発や設置促進に向けた関係
団体、地域住民等との調整や交渉に対す
る補助を行った。

1 2 6

50

スポーツをする・みる・さ
さえる促進事業（子どもの
スポーツ推進と観戦・応援
に係る機運醸成）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

子どもスポーツチャレンジ教室、ペアレンツスクール
の実施

継続 Ⅳ 10 (29)

・子どもスポーツチャレン
ジ教室：6回　191人参加
・ペアレンツスクールの開
催：6回　106人参加

・本道ゆかりのプロスポーツ選手やオリ
ンピアン等を講師に招き、子ども向けス
ポーツ体験教室及び保護者向け講習会を
行った。

1 2 6

51
スポーツをする・みる・さ
さえる促進事業（官民連携
による協働の促進）

環境生活
部

スポーツ
局

スポーツ
振興課

障がい者スポーツ体験イベントの開催

継続 Ⅳ 10 (29)

・ボッチャの大会を開催
し、のべ64チーム215名が参
加

・健常者の理解促進、障がい者と健常者
の交流が図られた。

1 2 6

52
北海道災害ボランティアセ
ンター運営活性化等事業費
補助金

保健福祉部 福祉局 地域福祉課

下記に例示するような事業を実施する
北海道社会福祉協議会へ補助金の交付を行っている。
○福祉教育活動研究集会の開催
○北海道福祉教育・ボランティア学習セミナー
〇ボランティアリーダー学習会の開催 H31 Ⅰ 3 (6)

・福祉教育活動研究集会：
497名参加
・北海道福祉教育・ボラン
ティア学習セミナー：計84
名参加
・ボランティアリーダー学
習会：51名参加

○福祉教育活動研究集会やボランティア
リーダー学習会等の実施を通じてボラン
ティア活動の促進が図れた。

1 6 10

○災害等を契機にボランティア活動への
関心やニーズが多様化していることか
ら、引き続き道内におけるボランティア
活動を促進していく必要がある。

53 心のバリアフリー研修事業 保健福祉部 福祉局 地域福祉課

道内の子どもを対象に「心のバリアフリー」について
学習する機会を提供し、高齢者や障がい者等への基礎
的な知識や向き合い方（ユニバーサルマナー）を学
び、心のバリアフリーの必要性について習得すること
を通して、道民全体への「心のバリアフリー」の普及
啓発を図る。

R2 Ⅱ 5 (10)

・エスコンフィールド北海
道での普及啓発：ノベル
ティ500個配付
・食べる・たいせつフェス
ティバルでの普及啓発：41
名の小学生へ車いす体験の
実施及びノベルティの配付

○当課で参加する各種イベントで対象者
へ配布し、心のバリアフリーの一層の理
解促進が図られた。

1 6 14

○「心のバリアフリー」の認知度向上に
向けた効果的な啓発方法や他団体との連
携の未実施などの課題解決を検討してい
く必要がある。

54
高齢者・障がい者住宅改善
支援地域ネットワーク事業

保健福祉部 福祉局 地域福祉課

○高齢者・障がい者の住宅改造に関する研修会等への
講師の派遣
○住宅セミナー等の開催

H13 Ⅲ 8 (22)

○住宅セミナーの開催や講師の派遣によ
り、住宅改造に対する理解を高める効果
があった。

1 2 12

○高齢者や障がい者が住み慣れた地域で
安心して暮らせるよう、市町村において
住宅改造の相談等が受けられる仕組みの
整備促進を図る必要がある。

55
ひきこもりサポーター養成
研修事業

保健福祉部 福祉局 障がい者保健福祉課

○ひきこもり本人や家族等に対するボランティア支援
に関心のある方を対象にひきこもりに関する基本的な
知識等を習得する研修

継続 Ⅳ 10 (27)

申込者　９８名 ○これまでひきこもりの理解を深めるこ
とを目的に実施してきていたが、今後は
実際にサポーターとして活動することを
目的に内容を工夫していく必要がある。

1

○養成研修を実施するにあたり協議会を
設置しており、この協議会を有効に活用
し内容を検討する。
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56
障がい者社会参加総合推進
事業（精神保健福祉推進員
養成事業）

保健福祉部 福祉局 障がい者保健福祉課

○精神保健福祉推進員養成のため、精神障がい者の福
祉に理解と熱意を有する者に対し、講習会を開催。
〇講習会は、道内を６ブロック単位とし、１回当たり
５０人程度の参加を見込む。

継続 Ⅳ 10 (27)

精神保健推進員養成講座受
講者数（延べ人数）
Ｒ７　　４０１人

○本事業により養成された精神保健福祉
推進員が、全道各地で保健所の精神保健
事業や精神科病院等でボランティアとし
て活動。

1

57
北海道障がい者芸術文化活
動支援センター運営事業

保健福祉部 福祉局 障がい者保健福祉課

　北海道に「障がい者芸術文化活動支援センター」を
設置し、障がい者の芸術文化振興に関する取組を実施
する。
○相談支援
○芸術文化活動を支援する人材の育成
○関係者のネットワークづくり
○芸術文化活動に参加する機会の確保
○情報収集・発信

継続 Ⅳ 10 (30)

・道内の障がいのある方の文化・芸術活
動への参加機会の充実に寄与している。
・道民の障がいに対する理解促進に寄与
している。

1

道民及び障がい当事者への普及啓発活動
等が引き続き必要。

58
障がい者社会参加総合推進
事業（知的障がい者生活文
化教室開催事業）

保健福祉部 福祉局 障がい者保健福祉課

○在宅の知的障がい者を対象とした書道教室、絵画教
室、手工芸教室、写真教室、音楽教室、華道、茶道教
室等の開催

継続 Ⅳ 10 (28)

R7 15回開催/382人参加 ○在宅の知的障がい者の余暇活動の促進
を図り、ゆとりと生きがいのある豊かな
地域生活を営むための一助とすることが
できた。

8 14

○地域の知的障がい者の状況及びニーズ
を十分に把握し、効果的な事業の実施。
○各地域の知的障がい者の生活・作業指
導に豊富な経験と専門的知識を有する人
材の発掘。

59

明るい長寿社会づくり推進
事業費（老人週間における
全道シルバー作品展の開
催）

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

　高齢者の方々から絵画、書、写真、工芸、短詩型の
各分野における作品を募集し、老人週間に合わせて作
品の展示を行うことで、老人週間の意義を広く道民に
周知するとともに、高齢者の生きがいづくりと社会参
加の促進を図る。 継続 Ⅳ 10 (30)

R７：187作品 ○作品展を通じ、老人週間の意義を広く
道民に周知するとともに、高齢者の生き
がいづくりと社会参加の促進に貢献する
ことができた。

11

○引き続き高齢者の創作活動への支援や
発表機会の提供などを通じて、高齢者の
社会参加の促進を図る必要がある。

60
明るい長寿社会づくり推進
事業費（全道高齢者スポー
ツ等大会の開催）

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

　高齢者の健康や生きがいづくり、社会参加意識の高
揚等を目的とした全道高齢者スポーツ等大会を開催す
る（種目：卓球、ソフトテニス、ソフトボール、ゲー
トボール、ペタンク、ゴルフ、弓道、剣道、囲碁、将
棋）。 継続 Ⅳ 10 (29)

R７参加者数：676名 ○高齢者の多様なスポーツ等への参加を
通じ、高齢者の健康づくりと社会参加の
促進に貢献することができた。

2 11

○引き続き高齢者の方々のスポーツ等大
会を通じた社会参加の促進を図る必要が
ある。

61
明るい長寿社会づくり推進
事業費（全国健康福祉祭へ
の選手等の派遣）

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

　全国健康福祉祭（ねんりんピック）への選手等の派
遣等を通じ、高齢者の方々の健康増進や、生きがい意
識の高揚を図る（種目：卓球、ソフトボール、ゲート
ボール、ペタンク、ゴルフ、マラソン、弓道、剣道、
囲碁、将棋等）。 継続 Ⅳ 10 (29)

R７派遣選手数：104名 ○高齢者の多様なスポーツ等への参加を
通じ、高齢者の健康づくりと社会参加の
促進に貢献することができた。

2 11

○引き続き高齢者の方々の全国健康福祉
祭への派遣を通じた社会参加の促進を図
る必要がある。

62
老人クラブ活動推進費補助
金

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

　市町村の単位老人クラブや老人クラブ連合会が行う
社会奉仕活動、健康増進事業等の取組について、市町
村に対し助成する。

継続 Ⅳ 12 (40)

○老人クラブ活動への補助を通じ、高齢
者がボランティア活動や生きがいと健康
づくりに貢献することができた。

2 11

○引き続き老人クラブ活動への支援を通
じ、高齢者の生きがいづくりと社会参加
の促進を図る必要がある。

63
次世代の担い手育成推進事
業

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

小・中学校、高等学校等に、福祉・介護に関する有識
者をアドバイザーとして派遣し、講習会や体験学習等
の授業を行うことで、若年層の段階からの福祉・介護
に関する理解を深め、興味・関心を高めることによ
り、将来の福祉・介護分分野を担う人材としての育成
を図る。

27 Ⅳ 10 (26)

【R7目標】
派遣学校：64校
参加生徒：2,240人
【R7実績】
派遣学校：70校
参加生徒：2,423人

学校数、参加生徒数ともに目標を上回る
結果となり、参加した生徒の高齢者や障
がい者に対する理解促進及び介護人材の
すそ野の拡大に寄与することができた。

11

多様な人材の参入促進を図るためにも、
若年層や住民等の介護職に対する理解促
進とイメージアップの取組を継続してい
くことが必要であることから、事業を継
続して実施する。
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64
アクティブシニア等活躍支
援事業

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

○アクティブシニアと呼ばれる元気な高齢者を対象に
共助・互助による地域づくりの意義等の共有や介護分
野での就労、生活支援の担い手などの社会活動を紹介
するセミナーを開催。
○地域毎にコーディネーター等を選定し、活動の場の
把握や開拓、個々のニーズに合った地域活動へのマッ
チング・伴走支援等を行う。

継続 Ⅳ 12 (40)

セミナー参加者
Ｒ７　794名

高齢者向けセミナー等を実施することに
より、互助や社会貢献への意識が昂揚さ
れ、本人の社会的役割・生きがいづくり
につなげることができた。

2 12 13

セミナーの参加者は確保されるものの、
地域活動へのマッチングについて定量的
成果が見えづらい。

65
ケアラー支援体制構築事業
（ケアラー支援推進シンポ
ジウム）

保健福祉部 福祉局 高齢者保健福祉課

○ケアラーについての認知度向上と理解深化のための
シンポジウムを開催。

継続 Ⅳ 10 (26)

シンポジウム参加者
Ｒ７　111名

広く道民に対しシンポジウムを開催する
ことで、ケアラーに関する理解・学習の
推進を図ることができた。

1 2 6

参加者数確保のため、周知方法等につい
て要検討。

66
次世代教育コーディネート
事業

保健福祉部 子ども政策局 子ども政策企画課

地域の若い世代や市町村・関係団体等を対象とした
「子育て・ライフデザイン」に関するセミナーを実施

R4 Ⅱ 6 (13)

64名参加（3振興局） 結婚・出産・子育てに関する理解促進や
将来設計を考える機会の創出につながっ
た。

2

67
中小企業競争力強化促進事
業

経済部 産業振興局 産業振興課

○産業人材育成・確保支援事業
中小企業者等が新分野・新市場への進出等に資する人
材の養成を図るために行う先進企業、研修機関等への
従業員等の派遣を行うために必要な経費に対し補助。

H20 Ⅲ 9 (24)

5件 ○中小企業者が派遣することにより、従
業員等の職業能力向上のほか、新分野・
新市場への進出を目指す当該中小企業者
の競争力向上に繋がっている。 1 2

○引き続き当該制度の利用拡大に向け、
周知等を図っていく必要がある。

68
ユニバーサルツーリズム推
進事業

経済部 観光局 観光振興課
誰もが安全・安心に旅行を楽しめる「ユニバーサル
ツーリズム」の実現に向けて、旅行者の多様なニーズ
に対応できる受入体制整備を推進

R1 Ⅲ 8 (22)

バリアフリー対応のノウハ
ウ取得セミナー：７回、ホ
スピタリティ向上研修：１
回、食のユニバーサル対応
セミナー：１回

旅行者の多様なニーズに対応できる受入
体制整備の推進に寄与

12

69
観光人材確保対策事業（観
光人材育成事業）

経済部 観光局 観光振興課
北海道観光の受入体制整備を推進するため研修を実施
し、観光人材の育成を図る

H28 Ⅲ 8 (22)

就業体験：96名、職場見学
会:19回、出前講座:32回

北海道観光の受入体制整備を推進に寄与

12

70
洋上風力発電サプライ
チェーン構築・人材確保支
援事業

経済 GX推進局 GX推進課

水産高校、工業高校、高等専門学校等を対象に、進路
啓発を目的とした、洋上風力に関する建築工事・メン
テナンス等を紹介する出前授業や企業見学バスツアー
を開催する。

R5 Ⅲ 7 (14)

○出前授業：3回
○バスツアー：2回

○洋上風力建設工事・メンテナンス等に
従事可能な技能人材の育成のため、教育
機関への普及啓発が図れた。

1

71 緊急再就職訓練費 経済部 労働局 産業人材課

○離職者の再就職に当たり、民間教育訓練機関の機動
性を有効活用し、幅広い教育訓練資源を最大限に活用
することにより、多様な訓練受講機会を創出し、再就
職の促進を図る。

継続 Ⅲ 9 (24)

修了者数　８５１人（R8.3
月末現在）

○多様な訓練受講機会を創出し、再就職
の促進を図っている。

1 2

72 就業支援委託訓練費 経済部 労働局 産業人材課

○離転職者・パート就労希望者・知的障がい者や、産
業・地域・年齢間における労働力のミスマッチにより
生じた求職者に対し、機動的な職業訓練を実施するこ
とにより、再就職等の促進を図る。

継続 Ⅲ 9 (24)

修了者数
・委託訓練　1０人

○機動的な職業訓練を実施し、再就職等
の促進を図っている。

1 2 6
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73 養成・転職職業訓練費 経済部 労働局 産業人材課

○MONOテク（道立高等技術専門学院（８校））におい
て、新規学卒者や離転職者等に対し、技能・知識の付
与や職業能力の再開発により、就職を容易にし職業生
活の安定を図る。

継続 Ⅲ 9 (24)

修了者数　１６２人 ○若年者、離転職者等に対し職業訓練を
実施し、就職の促進を図っている。

1 2

74 成人職業訓練費 経済部 労働局 産業人材課

○在職労働者に対し、生産技術の進歩等に対処する能
力開発及び管理監督等に必要な知識、技能を付与す
る。在職者の能力開発を図ることにより、失業を未然
に防ぎ、雇用を維持する。

継続 Ⅲ 9 (24)

・道立高等技術専門学院等
コース
２９コース　２５８人修了
・障害者職業能力開発校
２コース　６人修了

○在職労働者を対象に職業訓練を実施
し、資質の向上を図っている。

1 2

75 実習費 経済部 労働局 産業人材課

○障がい者に、その適性に応じた職種についての知
識・技能を習得させ、職業的かつ社会的自立を図ると
ともに、職業訓練機会の拡大を図り、道内における障
がい者の就職を促進する。

継続 Ⅲ 9 (24)

修了者数
１　障害者職業能力開発校
　１５人
２　一般校訓練　 ６人

○障がい者を対象に職業訓練を実施し、
職業的自立を図っている。

1 2 6

76 向上訓練等推進員設置費 経済部 労働局 産業人材課

○企業が行う教育訓練や在職労働者の自己啓発など、
企業内における生涯職業能力開発体制の充実強化を図
るため、向上訓練等推進員を設置して企業への指導・
助言を行う。

継続 Ⅲ 9 (24)

各種制度の普及・広報、相
談業務等

６，４５１件

○地域の企業に対する指導・助言を実施
し、企業の職業能力開発体制の向上を
図っている。
○地域における講習・講座等により人材
育成の振興を図っている。 1 2 6

77
農業・農村コンセンサス形
成総合推進事業

農政部 農政課

・ふれあいファーム（都市と農村の交流に取り組む農
場）が実施する農作業、加工体験の取組などに対する
支援
・全道的な視点に立って展開するマスメディア等を活
用した取組に対する支援
・農業・農村情報誌「confa（コンファ）」の発行
・農業高校への出前講座の開催
など

継続 Ⅰ 1 (1)
農業体験への支援や農業･農村情報誌の
発行などを通じて、農業･農村に対する
理解促進に寄与した。

11
幅広い方々に農業･農村に対する理解を
深めていただくには、継続して取り組ん
でいく必要がある。

78 どさんこ食育推進事業費 農政部 食の安全・みどりの農業推進局 食品政策課

○食育活動事例発表会の開催
○関係団体との意見交換や情報共有
○食育講座の開催・教育動画作成
○食品ロス削減の推進につながる研修会の実施、啓発
資料作成等
○食育の取組に対する市町村等への支援

継続 Ⅲ 7 (15)

市町村推進計画の策定率

【実績】
R6年度末　79.3％
　　　　　(142市町村)
【目標】
R10年度末　100%

○どさんこ食育推進協議会などを通じ、
関係者の食育に関わる課題等が共有さ
れ、市町村食育推進計画の作成数の増加
にも繋がった。
○食育活動事例発表会等の実施により、
道民への食育の浸透が図られた。

1

○住民と直接接する機会の多い市町村に
おける食育の取組が重要であるため、食
育推進計画未作成市町村に対する計画作
成の働きかけが必要。
○あらゆる機会を利用し食育の普及啓発
に取り組むことが必要。

79 農業大学校管理費 農政部 生産振興局 技術普及課

高度な技術や経営能力、幅広い視野を備えた優れた担
い手の育成・確保を図るため、農業大学校において、
養成課程、研究課程及び研修部門における実践的研修
教育により優れた農業後継者等を育成するほか、農業
者の生涯教育や就農間もない農業者を対象とした技術
指導等を行う。

S49 Ⅲ 8 (22)

○令和６年度の卒業生の就農率は、
74.1％となっており、本道農業の次代を
担う新規就農者の育成・確保に寄与して
いる。 9 3 2

人口減少や少子高齢化による学生の確保

80
地域担い手対策事業費
（担い手組織支援事業）

農政部 生産振興局 技術普及課
○指導農業士・農業士による担い手育成
○青年グループ活動支援
○青年農業者会議

H9 Ⅲ 8 (22)

○青年農業者、農業士（30歳～40歳代程
度）等、各層における活動の支援によ
り、農業技術や知識のレベルアップが図
られた。 10 3 －

81
地域担い手対策事業
（担い手人材把握事業・担
い手普及支援事業）

農政部 生産振興局 技術普及課
〇活動事例調査の実施
〇農業者資質向上研修の開催

H9 Ⅲ 8 (22)

○起業や地域振興等に取り組む女性農業
者や高齢者の活動表彰・普及を行った。
　１団体２個人

10 3 －
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82
次代を担う女性農業者の活
躍サポート事業費

農政部 生産振興局 技術普及課

女性農業者の能力の発揮等による農業の発展、地域経
済の活性化のため、地域のリーダーとなり得る女性農
業経営者の育成、女性グループの活動、女性が働きや
すい環境づくり、女性農業者の活躍事例の普及等の取
組を支援する。

H29 Ⅲ 8 (22)

○女性農業者等の経営や社会活動に参画
する意識の醸成が図られた。

12 7 －

83
もっと知って→もっと食べ
よう！北海道のさかなたち

水産林務部 総務課

○小中学校や消費者団体などからの要請に基づき、職
員が直接小・中学校等へ出向き、水産業・漁村に関す
る出前授業を開催。

継続 Ⅲ 7 (15)

令和７年度出前授業の開催
状況
件数　68
対象者数　1,763人 出前授業の開催により、参加した小中学

生等の水産業及び漁村に対する理解が促
進された。

水産業及び漁村に対する道民の理解を促
進するため、引き続き小中学校や消費者
団体などからの要請に基づき、小中学生
等を対象とした出前授業を開催する。

84 研修事業費 水産林務部 水産局 水産経営課

○総合研修（総合コース、基礎コース）
○つくり育てる漁業技術実習
○漁業就業促進研修
　・船舶操縦士講習
　・無線技士講習
　・潜水士講習

継続

○総合研修(総合コース)は、計31名が受
講修了。
○漁業就業促進研修は、32名が受講修
了。(一級小型船舶操縦士:14名、第二級
海上特殊無線技士:13名、潜水士:5名)

漁業者の減少と高齢化が進行する中、新
たな漁業の担い手確保と育成を図るた
め、今後も引き続き各種研修の実施が必
要。

85
森林整備担い手対策推進費
（林業担い手研修事業）

水産林務部 林務局 林業木材課

○林業従事者の技術・技能の向上を目的とするメ
ニュー方式による研修の実施
○地域の実情に応じた研修の実施
○技能講習の受講経費への助成

継続 Ⅲ 9 (24)

○研修受講者　209人 林業への新規参入促進及び林業従事者の
技術・技能の向上を図る研修等を一体的
に実施することにより、林業労働力の育
成・確保の推進が図られた。

3

86
北の森づくり専門学院管理
費

水産林務部 林務局 林業木材課

○本道における林業・木材産業の即戦力となり、将来
的に企業等の中核を担う地域に根ざした人材を育成す
るための「北海道立北の森づくり専門学院」の管理・
運営
○入学者の安定的な確保
○卒業生の道内の林業・木材関連企業等への就職支援

継続 Ⅲ 8 (22)

道内の林業・木材産業関連
企業等への就職者　24名

即戦力かつ将来的に企業の中核を担う多
数の人材が道内の林業・木材産業に就業
することにより、森林づくりを担う人材
の育成・確保の推進が図られた。

1 2

87
「北海道のmokuiku（木
育）」推進事業費

水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○多様な分野との連携により、木育を幅広い年代や地
域の人々が意欲を持って取り組める息の長い道民運動
として定着をはかる。

R2 Ⅲ 7 (14)

木育教室 55件 認定こども園や児童館と連携した木育教
室など、多様な主体との連携による取組
を実施した。

11

今後も、多様な主体と連携した取組を進
めるとともに、教育分野における木育の
推進を図っていく必要がある。

88
道民との協働の森づくり推
進事業

水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○ 道民、森林所有者、NPO等それぞれの役割に応じた
協働による森林づくりを進めるため、道民が快適に森
林を利用できる散策路の補修や木育に関する情報発信
を行う。

継続 Ⅲ 7 (14)

散策路の補修等 23箇所 散策路等の補修・下草の刈払いを実施し
たほか、森林学習や森林・林業体験活動
等の森林とのふれあいプログラムを提供
した。

11

今後も、道民が安全に森林を利用できる
よう、散策路等の補修や、森林づくり活
動の活性化を図るため、森林づくりに関
する情報等を発信する必要がある。

89
北海道植樹の日・育樹の日
推進事業費（北海道・木育
フェスタ開催費）

水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○道民との協働による森林づくりを推進するため、北
海道・木育（もくいく）フェスタ等の開催により「北
海道植樹の日・育樹の日」の普及啓発を行う。

継続 Ⅲ 7 (14)

参加者数 900人
（北海道植樹祭）
参加者数 921人
（道民森づくりの集い）
参加者数 4,017人
（木育ひろばinチカホ）

北海道木育フェスタの開催により、「北
海道植樹の日・育樹の日」の普及啓発を
実施した。

11

今後も、緑豊かな住みよい環境づくりと
緑化思想の普及啓発等を継続して実施す
る必要がある。
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90 木育マイスター育成事業費
水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○道民との協働による森林づくりを推進するため、木
育活動をコーディネートする木育マイスターを育成す
るとともに、木育マイスターのスキルアップやネット
ワーク化を促進する。

R2 Ⅲ 7 (14)

木育マイスター累計認定者
数 458人

木育マイスター育成研修や木育マイス
ターフォローアップ研修、マイスター
ミーティングを実施した。

8

今後も、道民との協働による森林づくり
を推進するため、木育マイスターを育成
する必要がある。

91 道立の森維持運営費
水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○多くの道民が森林と親しみ、森林を知り、自然と共
に生きる心を培うことを目的とし、レクリエーショ
ン、スポーツ、森林学習、文化活動などが体験できる
森林利用総合施設である道民の森の維持運営を行う。

継続 Ⅲ 7 (14)

年間利用者数 7万3千人 指定管理者に委託し、施設の管理運営を
適切に実施した。

9 11

施設の効率的な活用と長寿命化対策が必
要。

92
道民ひとり１本植樹・育樹
運動推進事業費

水産林務
部

森林海洋
環境局

森林海洋
環境課

○全道で500万本の植樹・育樹を目指す、道民ひとり１
本植樹・育樹運動を推進するため、教育・保育機関に
おいて植樹・育樹と環境教育を一体的に実施する。

新規 Ⅲ 7 (14)

実施件数 33件 教育・保育機関において植樹・育樹と環
境教育を一体的に実施したほか、運動の
普及啓発を実施した。

11

今後も、緑豊かな住みよい環境づくりと
緑化思想の普及啓発等を継続して実施す
る必要がある。

93
生きている川づくり推進事
業

建設部

土木局

　・
建設政
策局

河川砂防
課
　　・
維持管理
防災課

○水辺に近づける護岸や河川沿いの散策路等の親水施
設整備

継続 Ⅰ 1 (1)

○整備済箇所は近隣住民や子供たちの親
水空間として利用されている。

4

○施設整備にあたっては、地域住民等と
話し合いながら整備内容を検討し、整備
内容の合意を図る必要がある。

94 水辺の楽校プロジェクト 建設部

土木局

　・
建設政策
局

河川砂防
課
　　・
維持管理
防災課

○市民団体や河川管理者、教育関係者などが一体と
なった地域の身近で安全な水辺整備

継続 Ⅰ 1 (1)

○整備済箇所は近隣住民や子供たちの親
水空間として利用されている。

6

○施設整備にあたっては、地域住民等と
話し合いながら整備内容を検討し、整備
内容の合意を図る必要がある。

95
建設業経営体質強化対策事
業費（建設産業担い手対策
推進事業費）

建設部 建設政策局 建設管理課

○子どもを含む一般道民を対象とした「建設産業ふれ
あい展」の開催
○工業系高校生を対象とした「ＩＣＴ体験講習会」の
開催
○高校生を対象とした「若手建設産業就業者との意見
交換会」及び「建設産業理解促進セミナー」の開催

継続
H27

Ⅱ 4 (7)

○建設産業ふれあい展（札
幌）来場者数：23,104人
○ＩＣＴ体験講習会実施
校：5校
○若手建設産業就業者との
意見交換会実施校：7校
○建設産業理解促進セミ
ナー実施箇所：4箇所

建設産業の役割や魅力のＰＲによる理解
促進

2 6 9

96 景観学習プログラム 建設部 まちづくり局 都市計画課

○「景観学習の手引き」（指導者用の手引き）を配布
し各教育機関における景観学習の普及啓発
○「私たちの暮らしと景観」（子ども用ワークブッ
ク）を配布し、各関係機関における子ども向けに景観
学習への取組の支援
○景観学習に関する普及啓発を図るためにホームペー
ジでの情報提供

継続 Ⅲ 7 (14)

○道内各地域の豊かな自然環境や歴史的
文化を次の世代へ引き継いでいくため、
子どもたちが身近な環境の大切さや人々
の営みとの関わりを学ぶきっかけとし
て、教育機関等において活用されてい
る。

1 2 6

○景観学習に関する意識啓発を図るた
め、景観学習に取り組む市町村、学校に
対する普及・啓発活動に加え、景観まち
づくりの活動について実践的な取組を行
う団体等に対して積極的な周囲を図る必
要がある。

97 道立都市公園管理費 建設部 まちづくり局 都市環境課

○より多くの住民に、ゆとりとうるおいのある環境
や、公園を利用した多様な余暇を過ごす機会を提供
し、広域レクリエーション需要の充足を図る。
○企画事業の実施（自然体験学習（野鳥、植物観察
等）、ものづくり体験（農園体験、蕎麦打ち教室
等）、スポーツ教室（歩くスキー、親子体育教室等）
など）

Ⅴ 13 (41)

企画事業を通じて、多様な体験活動の推
進、環境や食に関する学習の推進、健康
増進やスポーツ体験機会の充実などに効
果があった。

1 9 14
引き続き、指定管理者による自主企画事
業等を通じて、多様な余暇を過ごす機会
を住民に提供し、利用促進を図る。
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98
高校生就業体験活動推進事
業

教育庁 学校教育局 高校教育課

高等学校及び中等教育学校において、卒業後の教育や
職業との円滑な接続を図るとともに、関連する教育機
関や地域、地元の企業等との相互の連携・協力関係を
確立して、卒業後の進路に求められる資質・能力を着
実に育成しながら、就業体験活動（インターンシッ
プ）の実施を推進する。

継続 Ⅲ 9 (25)

令和７年度の１人当たりの
実施期間及び全道立高校に
おける実施校数については
調査中（令和６年度は１人
当たり３日間程度、実施校
数は189校中188校）

高校生の職業意識を高め、自己の職業の
適性などを主体的に考えさせることがで
きた。

1 2 6

・全日制道立高校において、在学中の3
年間で1回以上インターンシップを経験
した生徒の割合が令和６年度で61.4％
（令和７年度については調査中）となっ
ており、一人でも多くの生徒が経験する
よう、取組の充実を図る必要がある。

99 求人確保対策費 教育庁 学校教育局 高校教育課

高等学校の就職指導体制を充実し、新規学卒者の求人
確保のための職場訪問の実施を推進する。

継続 Ⅲ 9 (25)

求人確保のための事業所訪
問実施学校数：107校

学校の教育活動を紹介するなどして、企
業に対する理解を深めることができた。

4 5 6

高等学校における就職指導体制の更なる
充実を図る。

100 新規学卒者就職対策推進費 教育庁 学校教育局 高校教育課

各教育局に、キャリアプランニングスーパーバイザー
（進路相談員）を配置し、生徒の職業意識向上や就職
指導体制の充実を図る。

H30 Ⅲ 9 (25)

各教育局に１名配置 進路相談員と進路指導担当教員の連携に
より、雇用のミスマッチの軽減や、新規
高卒者の新規求人、採用の獲得などの成
果が得られた。 1 6 8

○卒業後の相談業務の充実を図る。
○キャリアプランニングスーパーバイ
ザーの研修の充実を図る。

101
地域医療を支える人づくり
プロジェクト事業

教育庁 学校教育局 高校教育課

○医進類型指定校及び協力校の指定
○高校生メディカル講座の実施
○地域医療体験事業の実施
○メディカル・キャンプ・セミナーの開催

継続 Ⅲ 8 (22)

○医進類型指定校９校、協
力校６校
○各指定校、協力校におい
て、高校生メディカル講座
及び地域医療体験事業を実
施
○メディカル・キャンプ・
セミナーに124名の高校生が
参加

○きめ細かな学習支援を行うための教育
課程を編成・実施するとともに、数学、
理科、外国語等の授業で少人数指導及び
習熟度別指導を行った。
○道内医育大学と連携して高校生メディ
カル講座を実施し、生徒の医療に対する
興味・関心を高めることができた。
○道内の高校生の医学部医学科への進学
意欲の向上を図ることができた。

2 4 11

○加配教員の確保及び医進類型指定校に
おける指導方法の一層の改善・充実を図
る必要がある。
○将来の就業構造の変化を見据え、地域
社会や産業界のニーズ等を踏まえた人材
育成に資すものとなるよう検討する必要
がある。

102
全国高等学校総合文化祭生
徒引率旅費

教育庁 学校教育局 高校教育課
全国高等学校総合文化祭に参加する生徒の引率教員に
対して旅費を措置

継続 Ⅴ 13 (41)

引率者人数56名 全国高等学校総合文化祭への参加によ
り、生徒の文化活動への意欲的な取組が
促進され、文化部活動の活性化が図られ
ている。 15

○今後、地区大会及び全道大会について
引率旅費の予算措置が必要。

103 高校生交換留学促進事業費 教育庁 学校教育局 高校教育課

国際的視野を持ち本道の国際交流をリードするグロー
バル人材の育成を推進するとともに、姉妹提携地域等
との友好と親善を促進するため、同地域等と高校生の
交換留学を実施する。

H6 Ⅲ 7 (16)

高校生交換留学促進事業の
実施及び渡航費補助の実
施。
アルバータ州16名、ハワイ
州７名、ニュージーランド
５名が参加。

留学機運の醸成及び高校生による海外留
学の促進につながっている。

3 11

参加を希望する高校生が多いことから、
定員や国・地域を増やす必要がある。

104
グローバル人材育成推進事
業

教育庁 学校教育局 高校教育課

豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積
極性、異文化理解の精神を身に付け、国際的に活躍で
きるグローバル人材を育成するため、高校生の海外留
学等を促進する。

H30 Ⅲ 7 (16)

○高校生の大学派遣では、
北海学園大学24名、北星学
園大学30名、北海道大学43
名、北海道教育大学函館校
24名の計121名が参加。
○留学生の高校派遣は、全
道21校に２大学から延べ26
名の留学生を派遣。

留学生等との交流により、異文化や多様
な価値観に触れる機会を創出し、参加生
徒の英語力、進学及び留学意欲の向上に
つながっている。

3 11

参加希望者が増えているため、連携大学
を拡大し、定員を増やす必要がある。

105
語学指導等外国青年招致事
業

教育庁 学校教育局 高校教育課

国際化に対応する人材育成を図るため、高等学校等に
おける英語教育の充実、国際交流の進展を図ることを
通じて、国際理解教育を促進するため、高等学校等に
ALTを配置する。

S62 Ⅲ 7 (16)

高等学校等に59名のALTを配
置

高等学校等における英語教育の充実や国
際理解教育の促進につながっている。

3 11

ALTの派遣状況、及び授業や特別活動等
における活用状況を把握し、より効果的
な活用について検討する必要がある。
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106

教育指導費（義務教育関係
分）
【北海道アイヌ教育相談員
設置費】

教育庁 学校教育局 義務教育課

①アイヌの人たちの歴史・文化等に関する相談
・社会科副読本及び指導資料等の記述内容の適否
・社会科授業の指導計画及び教材、学校行事等の相談
・道内外からの来訪者、文書による依頼の対応
②道教委が発行する学校教育指導資料の編集・作成
③アイヌ関係団体及び知事部局との連絡調整 継続 Ⅲ 7 (21)

学校への相談員派遣（5件）
電話での教育相談（60件）

○　アイヌ教育相談員がアイヌの人たち
の歴史・文化等に関する啓発資料「ピラ
サ」を作成し、義務教育課ＨＰに掲載し
た。
○　アイヌ教育相談員が「北海道ふるさ
と教育・観光教育等推進事業」の指定校
を訪問して、アイヌの人たちの歴史等に
ついての講話を行った。
◯　新任指導主事研修において、アイヌ
の人たちの歴史等についての講話を行っ
た。

3 6 11

○関係団体との連携を深め、事業の拡充
を検討する。

107
特別支援教育センター計画
研修事業費

教育庁 学校教育局 特別支援教育課

一貫した支援を目指した特別支援教育の充実、幼稚
園、小・中学校、高等学校等における特別支援教育の
充実、特別支援学校における特別支援教育の充実、高
い専門性に基づく特別支援教育の推進を目的とした研
修を実施する。 継続

Ⅱ
Ⅳ

5
11

(11)
(35)

受講者数　1,561名 集合形式、遠隔形式及びオンデマンド形
式等の方法を組み合わせて研修を実施
し、特別支援教育に関する知識・技能の
習得や思考の深まりなど、受講者の専門
性の向上を図ることができた。 2

研修の受講者数の増加を図るため、研修
に係るニーズの把握や意図の明確化を行
うとともに、研修の実施方法を工夫する
など、多様な形態の研修事業を企画、運
営する必要がある。

108
特別支援教育センター教育
相談事業費

教育庁 学校教育局 特別支援教育課

障がい等がある幼児児童生徒に対する教育や家庭養育
の充実を図り、成長発達を促すとともに、適切な就学
を目指すため、保護者や関係者等に対して助言を行
う。

継続 Ⅱ 6 (13)

教育相談数　853件 全道14管内で実施する巡回教育相談や特
センで行う来所教育相談等で、特別な教
育的支援を必要とする子どもの学びの場
や関わり方に対して、本人・保護者の主
訴や子どもの発達及び障がいの状況に応
じて助言を行った。

1

教育相談を受けた保護者や幼児児童生徒
が、教育的ニーズに応じた支援を継続的
に受けられるよう、フォローアップの目
的や手続き等について丁寧に説明する必
要がある。

109
学校給食普及事業費（食に
関する指導旅費）

教育庁 学校教育局 健康・体育課

栄養教諭を活用した「食に関する指導」をすべての公
立小・中学校で推進するため、栄養教諭が配置されな
い学校において、近隣の学校の栄養教諭が出向いて
「食に関する指導」に従事するための経費を措置し、
栄養教諭未配置校における「食に関する指導」の充実
を図る

Ⅲ 7 (15)

食に関する指導等におけるＩＣＴを活用
した保護者への普及啓発を推進した

4 15

タブレット等が支給されていない地域へ
の対応

110
学校保健研修費（健康教育
推進研究協議会費）

教育庁 学校教育局 健康・体育課

アレルギー等の児童生徒の現代的健康課題や食に関す
る指導の充実、衛生管理の徹底等、健康教育に係る
様々な課題について、養護教諭や栄養教諭等が実習や
研究協議を行い、健康教育の充実向上を図る

Ⅳ 10 (26)

学校保健組織活動の活性化に向けた指導
助言に取り組んだ

4 15

管理職の一層の理解促進

111 体力向上推進事業 教育庁 学校教育局 健康・体育課

児童生徒の体力向上及び運動習慣・生活習慣の確立に
向けた取組を実施

Ⅳ 10 (29)

どさん子元気アップチャレ
ンジ参加者数 89名（家庭・
地域部門）

どさん子元気アップチャレンジの家庭・
地域部門の実施など、家庭や地域と連
携・協働した運動習慣の定着に向けた地
学協働の取組を推進した

15

運動習慣の確立に向け、本取組への参加
を含め、家庭や地域等と連携した取組を
充実させていくことが必要
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112 いじめ等対策総合推進事業 教育庁 学校教育局 生徒指導・学校安全課

○いじめ問題等の総合的な対策を検討する組織の整
備、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーの活用、有識者などで構成する支援チームの学校
への派遣等により、いじめや不登校など問題を抱える
児童生徒の早期発見や、早期の課題解決を図る。

継続

■「いじめは、どんな理由
があってもいけないことだ
と思う」について、「当て
はまる」と回答した児童・
生徒の割合（％）
・小学校92.9％
・中学校90.7％
■スクールカウンセラーの
配置校数
・小学校701校、中学校431
校、義務教育学校29校、中
等教育学校1校、高等学校
185校、特別支援学校35校
■スクールソーシャルワー
カーの配置
・45市町村
・道教委任用者17名

■教育相談体制の充実や、いじめや不登
校等の未然防止を図る取組の充実を図っ
た。

1 6

113
子ども相談支援センター事
業

教育庁 学校教育局 生徒指導・学校安全課

○いじめや不登校などの学校等で生じる様々な問題に
ついて、子どもや保護者から直接相談を受けて問題解
決につなげる支援を行う。

継続

■子ども相談支援センター
事業
・相談件数R7.4～
R8.3:2,302件）

■相談者からの相談内容に応じて問題解
決につなげる支援を行うため、関係機関
と連携した体制を整備し、支援体制の充
実を図った。

1 6

114
子どもの人間関係づくり推
進費

教育庁 学校教育局 生徒指導・学校安全課

各学校等において、児童生徒同士でいじめの問題を自
分のこととして捉え、共に考え、議論するコミュニ
ケーション活動を推進し、いじめの防止に向けた取組
の改善・充実を図ることにより、本道児童生徒のいじ
めに対する意識の醸成やいじめ・不登校の未然防止を
図る。

継続

どさんこ子ども地区会議を
14管内で開催

児童生徒が自らいじめの問題を考える機
会を設定することで、いじめの未然防止
の取組を推進した。

1

各管内の取組を一層充実させることがで
きるよう、各管内の取組成果を全道で共
有し、次年度の取組につなげていく。

115
被災地域に対する学校支援
事業

教育 学校教育局
生徒指
導・学校
安全課

道内で大規模な自然災害等の発生により、複数の学校
が休校となるなど、通常の教育活動の再開に向けて支
援が必要となった場合に備え、被災地へ教職員等を派
遣する制度を整備するとともに、人材の育成及び資質
の向上するための研修を実施する。 R6 Ⅲ 7 (18)

研修受講者（公立学校教職
員、教育庁職員）
・基礎Ａ　153人
・基礎Ｂ　101人
・応用　　24人
・ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 22人

大規模災害で学校が休校となった場合に
おいて、教育活動再開に向けた課題やそ
の対応方法、児童生徒の心のケアについ
て学びを深めた。

1 2 11

R6からの継続事業であるが、被災地の学
校支援に関する制度や体制などについて
職員への周知や理解をさらに進めていく
必要がある。

116 北海道生涯学習推進本部 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○「北海道の生涯学習関連施策の概要」作成

継続

○生涯学習に関する施策の総合的かつ効
果的な推進及び生涯学習の普及を図るた
め、昨年度に引き続き、生涯学習関連セ
策の概要を取りまとめることができた。

○第４次構想の策定に向け、「生涯学習
関連施策の概要」の調査項目の見直しを
検討する必要がある。

117 北海道生涯学習審議会 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○第17期生涯学習審議会で検討
○令和７年７月、10月、令和８年３月の３回開催
○「今後の北海道の生涯学習推進について」提言と概
要版の作成

継続

○北海道を巡る諸情勢や北海道の生涯学
習の状況を踏まえた提言案と概要版を作
成した。

○提言を教育委員会へ提出する。
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118
生涯学習推進センター主催
研修事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○北海道社会教育セミナー
○地域生涯学習活動実践交流セミナー
○社会教育主事講習AB
○社会教育入門講座（４回）
○社会教育上級講座（３回）
○社会教育実践型研修会
○人権指導者研修会（２回）
○地域住民のためのデジタルリテラシー向上講座

 一部継続   ⅠⅢⅣ   278　10  (17)(22)(32)

176名
168名
A104名／B109名
190名
132名
32名
96名
120名

○社会教育主事講習による社会教育人材
の育成を軸として、受講前後における研
修形態を整理し、多様な研修を展開する
ことができた。
○社会教育主事講習を修了した社会教育
士の継続的な学びの場の提供やネット
ワークの形成に向けた取組を実践した。

1 8 10

○対面の良さオンラインの良さについ
て、相互に活用しながら、効果的に研修
を運営することが重要。

119
ほっかいどう生涯学習ネッ
トワークカレッジ（道民カ
レッジ）事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○ほっかいどう生涯学習ネットワークカレッジ事業
○インターネット講座
○義務教育未修了者等の学び直し

一部継続 Ⅳ  1012  (26)(39)

○学生数35,429名
○インターネット講座閲覧
数1,984回
○学び直し参加者162名

○インターネット講座の実施や道民カ
レッジ手帳の電子化など、道民に向けて
様々な学習機会を提供することができ
た。
○義務教育未修了者等の学び直し事業
「まなびカフェ」の実施によって、顕在
化しづらい対象者に向けた学習機会の拡
充を行うことができた。

1 3 6

○魅力ある講座の継続的な提供。
○道民カレッジ手帳の電子化をすすめて
いるが、高齢者層の利用ににおいては厳
しい現状があるため、引き続き利用促進
を図る必要がある。
○義務教育未修了者等の学びの機会の
ニーズがあることがわかってきたため、
他の地域においても実施する必要があ
る。

120
多様な学びの機会充実支援
事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○高等学校卒業程度の学力習得に向けた地域における
学びのステップアップ支援促進事業
○義務教育未修了者等の学びの機会の拡充に向けたオ
ンデマンド教材開発調査事業

R6 Ⅳ 12 (37)

○学習支援延べ９名

○オンデマンド教材17本

○高卒認定試験の合格をはじめ、利用者
から「勉強方法を学ぶことができた」な
どの声があり、利用者の高卒認定試験の
受検に向けた学習支援の成果があった。
○アンケート調査によりニーズにあった
教材を開発し、前年度作成分に新たに教
材を加えることができ、オンデマンド教
材として学びの機会を発信できた。

1 2 9

○事業の存在を認知され、活用をされる
ことや学習支援を受けた者に支援を継続
し高卒認定試験の受験並びに合格まで寄
り添えるかが課題である。
○開発教材の充実はもとより、公開中の
教材が広く道民に活用されるよう広報活
動にも注力する必要がある。

121
視聴覚教育に関する教材の
収集・整備

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○学習活動に必要な視聴覚教材を収集・整備し、市町
村や関係団体等の生涯学習活動を支援。

継続 Ⅰ 1 (2)

視聴覚教材分野別整備状況
⇒5,474本

○現代課題に沿った視聴覚教材を購入
し、多様なニーズに対応できるよう視聴
覚教材を整備した。

○当センターが著作権を有するVHSの視
聴覚教材について、DVD等へ複製が必要
なのか過去の貸出状況等を踏まえて検討
する必要がある。

122 視聴覚教材貸出事業 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○学習活動に必要な視聴覚教材の貸し出しを行い、市
町村や関係団体等の生涯学習活動を支援

継続 Ⅰ 1 (2)

件数64件
本数137本
人数2,269名

○積極的に視聴覚教材貸出事業について
周知を行うことで、R5と比較し貸出件
数・本数・人数にそれぞれ増加がみられ
た。

○夏期休暇や冬季休暇の時期に、季節に
合った教材の貸出が多くなる傾向にある
ため、貸出希望の教材が重ならないよう
多様な教材を整備する必要がある。

123 社会教育団体活動補助金 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○生涯学習の振興のため公益財団法人北海道生涯学習
協会の行う事業に補助する。

継続 Ⅳ 10 (26)

生きがいづくり生涯学習推進事業

３会場167名
広報誌「ほっかいどう生涯学習」

1,200部年４回発行

国際化、高齢化、情報化等社会の変化に
対応し、生涯にわたっての生きがいのあ
る人生を送るために、「生きることは学
ぶこと」の視点から、道民の方々に学ぶ
機会の提供を行った。 10

将来的な団体への支援継続

124
生涯学習推進にかかる諸調
査

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○生涯学習推進体制の整備状況調査
　（対象：市町村教育委員会）
○生涯学習に関する住民の意識調査
　（対象：道内各市町村の住民）

継続

○道内市町村における生涯学習推進体制
の整備状況や、住民の生涯学習に関する
意識や活動の実施状況等を把握すること
ができた。
○社会情勢を考慮して設問を精査・追加
し、調査項目の見直しを行った。

○「生涯学習に関する住民の意識調査」
の生涯学習の成果を活用している住民の
割合が、R5と比較し0.67減少しており、
どのような内容が生涯学習の成果を生か
していることに繋がっているのかが曖昧
なため、生涯学習の成果を生かしている
例をより具体的に示し、住民が回答しや
すいよう工夫する必要がある。

125
自主研修団体受入・職員派
遣事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○生涯学習・社会教育関係者等が行う自主的な研修に
対する助言や指導等を行う。
○生涯学習・社会教育に関する研修会等を主催する団
体からの要請に基づき、職員を派遣し、研修会等にお
いて指導や助言等行う。 継続 Ⅰ 1 (2)

 対象別受入状況団体数⇒３　人数⇒５R5の状況と比べ、自主研修団体の受入は
対象別受入状況では25減、研修テーマ別
では30減となり、センター機能の活用が
低迷している。

1 3

積極的な自主研修団体の受入をアピール
していく必要がある。
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126
地域で支える家庭教育支援
推進事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○地域における総合的な家庭教育支援活動の在り方の
検討等を行う「家庭教育推進協議会」を設置。
○家庭教育支援者を対象に、家庭教育支援に関する講
義や家庭教育支援者同士の実践交流を行う「家庭教育
支援オンライン懇談会」を実施。
○家庭教育支援者の資質向上やネットワーク化を図る
ために「家庭教育支援者資質向上研修」を実施。

R6 Ⅱ 6 (13)

○家庭教育推進会議の開催
（2回）
○家庭教育支援オンライン
懇談会の実施（28名）
○家庭教育資質向上研修の
実施（14管内263名）

　家庭教育支援者相互のつながりを強化
することにより、より多くの保護者に効
果的な家庭教育支援の取組を提供するこ
とができた。

8 10

　全ての保護者が安心して家庭教育を行
うことができる支援体制構築のため、引
き続き、家庭教育支援者の資質向上と連
携を進め、地域全体で家庭教育を支える
取り組みの拡充が必要である。

127 北海道社会教育委員の会議 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○令和７年７月、10月、令和８年３月の３回開催
○「今後の北海道の生涯学習推進について」（提言）
等について、議論

継続 Ⅴ 13 (41)

　社会教育委員（兼生涯学習審議会委
員）の専門的な見地からの意見や一般道
民の立場からの意見を反映させ、北海道
を巡る諸情勢や北海道の生涯学習の状況
を踏まえた提言の案を作成した。

128 社会教育団体活動補助金 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○社会教育活動を支援するため、「北海道発明工夫教
育連盟」の行う青少年の創造性を啓発する事業に補助
する。
○青年団体の中核となる指導者を養成するともに、青
年の健全育成を図るため、「北海道青年団体協議会」
の行う事業に補助する。
○女性関係団体の自主的な活動を促進するため、「北
海道女性団体連絡協議会」の行う事業に補助する。
○青少年団体の自主的な活動を促進するため、「一般
社団法人北海道子ども育成連合会」の行う事業に補助
する。

継続 Ⅳ 12 (38)

○青少年科学技術振興作品
展の開催（全道展、地方
展）
○全道青年大会等の開催
○北海道女性大会等の開催
○北海道地域子ども会育成
研究協議会等の開催

○「青少年科学技術振興作品展」への補
助を通じて、科学技術教育の充実を図る
とともに、青少年の主体的な学びや創造
力の向上など青少年の健全育成に寄与し
た。
○各種大会等への補助を通じて、学習機
会の充実や知識・意識の向上、リーダー
シップや課題解決能力などの資質向上が
図られた。あわせて、参加者同士の交流
によるネットワークの形成・強化や情報
共有・連携の促進が進み、青年団体・女
性団体・子ども会活動の活性化に寄与し
た。

10 11

「補助団体の組織体制の強化」や「活動
の活性化」を図るための支援の「充実」
と「継続」。

129
障がい者の生涯学習支援体
制構築モデル事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○学校卒業後における障がい者の学びの場の整備・拡
充などについて協議することを目的に、関係機関が参
画する「地域コンソーシアム会議」を開催。
○障がい者の学びを支える学習支援者等の育成に向
け、基本的な考え方、合理的な配慮の理解促進を図る
「障がい者の学びの支援入門講座」の実施。
○学校卒業後の障がい者が学び続けられる生涯学習を
推進するため、研究協議や実践交流を行う「共に学
び、生きる共生社会コンファレンス」を開催。
○関係者の障がい者の生涯学習の重要性についての理
解を促進するために、有識者による講演や道内の先行
的な取組を発表する「障がい者の生涯学習に関する理
解促進に向けたキャラバン隊」を実施。

R5 Ⅴ 13 (41)

○地域コンソーシアム会議の開
催（3回）
○障がい者の学びの支援入門講
座の実施（全６回）
○共に学び、生きる共生社会コ
ンファレンスin北海道の開催
（会場：函館市、参加者182
名）
○障がい者の生涯学習に関する
理解促進に向けたキャラバン隊
の実施（５管内）

　障がい者の多様な学習活動の総合的な
支援を推進するための「体制の構築（障
がい者本人や家族、福祉、医療、教育等
の関係者が参画するネットワークの構
築）」や「人材育成」、「実践研究」な
どを行い、共生社会の実現に向けた取組
を推進することができた。

6 11 12

障がい者本人や家族、福祉、医療、教育
等の関係者との連携を強化するととも
に、地域間の状況を踏まえた、持続的な
推進の在り方などを検討する必要があ
る。

130
子どもの望ましい生活習
慣・学習習慣定着研修事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

子どもや保護者及びPTA・地域住民など社会全体で意識
の向上を図り、学習・読書・運動習慣等を含む子ども
の望ましい生活習慣の定着に向けた取組を促進するた
め、各地域の課題・実情等を踏まえて、様々な場面に
おいて、既存の資料等を活用した普及・啓発活動や研
修活動等を実施する。

R5 Ⅱ 6 (12)

○保護者等を対象とする研
修会等で、子どもの望まし
い生活習慣・学習習慣の定
着の重要性を啓発（14管内
22回、参加者2,308名）

　各地域の課題・実情等を踏まえた、学
習・読書・運動習慣等を含む子どもの望
ましい生活習慣の重要性について、保護
者や地域住民の理解を深めることができ
た。

10 12

子どもの望ましい生活習慣・学習習慣定
着の重要性を浸透させていくため、取組
の成果や課題を把握し、効果についての
検証をするとともに、引き続き、普及・
啓発活動や研修活動等を実施する必要が
ある。

131
北海道ＭＡ＋ＣＨプロジェ
クト（地学協働まちづくり
推進事業）

教育 生涯学習推進局 社会教育課

　全道で14道立高校を指定し、地域と学校がともに学
ぶ取組をとおして、地域と学校が連携・協働する体制
を構築し、持続可能なまちづくりに資する本道の未来
を創る人材を育成。また、指定校に地学協働コーディ
ネーター等を対象とした研修等を実施し、地域住民の
参画を得ながら地域学校協働活動を推進。

継続 Ⅲ 8  (23)(33)

指定校の高校生アンケート
調査において「社会は自分
が関わることで変えること
ができる」と回答した割合
が事前の25.9％から事後は
31.2％と5.3ポイント増加

地域と学校がともに学ぶ取組に参加した
地域住民の感想から、まちづくりに資す
る当事者意識の向上が見られた。

11 4

指定期間（３年間）経過後も、地域と学
校の連携・協働する体制を継続できるよ
うに取り組む必要がある。

132
学校・家庭・地域連携協力
推進事業費（推進会議）

教育 生涯学習推進局 社会教育課

道内における学校の教育活動等の支援等、地域と学校
が相互に連携・協働し、一体となり子どもたちの成長
を支えていくため｢コミュニティ・スクール｣の仕組み
を活用し、｢地域学校協働活動｣の充実を図るための方
策を検討。 継続 Ⅲ 8  (23)(33)

北海道地域学校協働活動推
進会議３回開催、参加者数
32人

地域と学校が相互にパートナーとして連
携・協働して行う「地域学校協働活動」
の充実を図られた。

12

協議した内容を、全道へ波及させるため
により効果的な方法を模索していく。
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133

学校・家庭・地域連携協力
推進事業費（地域学校協働
活動・放課後子ども教室・
外部人材を活用した土曜日
の教育支援活動）

教育 生涯学習推進局 社会教育課

市町村の地域学校協働活動・放課後子ども教室・外部
人材を活用した土曜日の教育支援活動に対する補助。

継続  ⅡⅢ  Ⅳ8   (22)(23)(33)

補助事業実施市町村数
109市町村

コミュニティ・スクールと地域学校協働
活動、地域学校協働本部など、地域と学
校の連携・協働体制の一体的な推進が図
られた。

11

134

学校・家庭・地域連携協力
推進事業費（コミュニ
ティースクール推進体制構
築事業）

教育 生涯学習推進局 社会教育課

地域住民を対象とした制度説明会の実施。
地学協働アドバイザーを派遣し、ＣＳや地学協働の推
進に向けた市町村や学校、地域住民等に対する助言。

継続  Ⅲ  8  (23)(33)

地域と学校の連携推進協議
会５会場で実施、参加者数
320人
アドバイザーの派遣延べ12
人

地域でどのような子どもたちを育てるの
か、何を実現していくのかという目標や
ビジョンを地域住民等と共有し、地域と
一体となって子どもたちを育む地域とと
もにある学校づくりが進められた。 8 14

アドバイザーとして派遣できる人材の発
掘と、各地域の活動が活性化するよう
ニーズの把握を今後も進めていく必要が
ある。

135 学校司書講習事業費 教育 生涯学習推進局 社会教育課

専ら学校図書館の職務に従事する職員（学校司書）の
養成に係る基礎講習を実施し配置促進を図る。

R4 Ⅱ 4 (8)

・R7受講者数のべ268名
・学校司書を配置している
学校の割合（高等学校）
R5：9.9％→R6：12.7％

学校司書の配置人数が増加し、学校図書
館機能の充実が図られた。

1 11 12

136
図書館・読書活動活性化プ
ロジェクト

教育 生涯学習推進局 社会教育課

開館100周年を迎える道立図書館を応援し、道内の読書
活動活性化に対する機運を高める機会とするため、読
書活動や図書館サービスに高い興味・関心を持つ道職
員の客観的な視点・感性を生かし、図書館・読書の魅
力を再認識する事業 を企画する。の企画立案を行う。 継続 Ⅱ 4 (8)

 参加者のべ117名
ワーキンググループ構成員
（道職員から公募）15名

「子どもの読書活動」「大人の読書活
動」「道立図書館サービス」の３つの観
点から意見交換を行い、アイデアを共有
することができた。

3 6 11

137
北海道子ども読書活動推進
会議

教育 生涯学習推進局 社会教育課

北海道子どもの読書活動推進計画を踏まえ、北海道に
おける子どもの読書活動の推進に必要な専門的事項に
ついて、有識者等の意見を聴取する。

継続 Ⅱ 4 (8)

子どもの読書活動推進について、道教委
の取組や推進指標の進捗に係る課題解決
について、意見を聴取することができ
た。

6

138 北海道子ども読書応援団 教育 生涯学習推進局 社会教育課
北海道の全ての子どもがあらゆる機会と場所におい
て、自主的に読書活動を行うことができるよう、社会
全体でその推進を図る。

継続 Ⅱ 4 (8)

・R7年度末登録数162団体
（個人）
・乳幼児を対象とした読み
聞かせ回数1,937回（R6実
践）
・R7新規登録団体数7

14管内全てに登録団体があり、全道各地
で読書活動を推進できた。

1 6 10

139 北海道立図書館協議会 教育 生涯学習推進局 社会教育課 北海道立図書館協議会 継続 Ⅴ 13 (41)

広く道民の意見を図書館運営に反映させ
るために図書館法、道立図書館協議会条
例に基づき設置。
令和7年度は3回実施。実績報告に基づく
成果検証も含め、広く運営全般にかかる
意見を聴取した。

14 15

引き続き委員から意見を求め、運営に反
映させる。
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140
【道立図書館】図書館情報
システム運営費

教育 生涯学習推進局 社会教育課

道民の学習要求に対応し、道立図書館のレファレンス
及び蔵書管理等の迅速化・効率化を図るため、市町村
立図書館等とのネットワークを構築し、所蔵検索・貸
出・予約・リクエスト等の情報提供に当たる。また、
一般利用者の資料利用について、インターネット予約
にも対応している。

継続 Ⅰ 1 (1)

図書館情報システムへのア
クセス件数（R8.2末日実
績）
HPトップページ　420,002件
　蔵書検索　419,791件
　横断検索　311,778件
デジタルライブラリー
160,029件
図書館ポータルサイト
81,678件
電子図書館コンテンツ閲覧
数　32,438
インターネット予約貸出
29,650冊

　一般利用者への資料提供の迅速化や利
便性が向上したほか、市町村立図書館等
との貸出業務の効率化・迅速化及び情報
共有化が図られた。

3 9 10

141 【道立図書館】資料整備費 教育 生涯学習推進局 社会教育課
高度化・多様化する道民のニーズに的確に対応するた
め、道民や市町村からのリクエストにも対応しなが
ら、図書館資料の計画的な整備を推進する。

継続 Ⅰ 1 (2)

資料購入冊数（※R7実績）
一般資料等　6,454冊
北方資料　736冊
支援活動用資料　1,654冊
逐次刊行物　 137タイトル
視聴覚資料　108点
電子書籍　248点

市町村等からのリクエストも踏まえた、
道民の多様なニーズに対応できる資料収
集とともに、電子書籍のコンテンツ充実
も図られた。

3 5

142 【道立図書館】維持運営費 教育 生涯学習推進局 社会教育課
関係機関との連絡調整等により図書館運営の維持充実
を図るほか、市町村立図書館等への協力貸出しや支援
事業等を円滑に実施する。

継続 Ⅰ 1 (2)

（※R7実績）
協力貸出　20,478冊
支援貸出　30,183冊
市町村活動支援事業　34件
学校図書館支援事業　33件

市町村立図書館（室）や道立学校等につ
いて、資料の貸出しだけではなく、職員
を派遣して環境改善や運営相談、読書イ
ベントの支援などを行い、読書活動の推
進が図られた。 1 6 12

143
道立図書館「市町村図書館
職員レファレンス体験研
修」

教育 生涯学習推進局 社会教育課
受講する市町村図書館職員の経験や希望をもとにプロ
グラムを組み立て、マンツーマン形式で実施すること
により、レファレンス・スキルの向上を図る

継続 Ⅲ 8 (22)

実施市町村数：8 〇研修の実施により市町村図書館職員の
レファレンスサービスのスキル向上の一
助となった。

9 12

144 北海道立図書館書庫ツアー 教育 生涯学習推進局 社会教育課
普段は入ることのできない書庫を巡りながら、北方資
料室を含め当館が所蔵する貴重な資料を紹介し、利用
者の知的好奇心を喚起し、図書館利用の促進を図る。

継続 Ⅲ 7 (21)

R7
一般書庫ツアー
参加人数：29名
（一般向け：20名、子ども
向け： 9名）
北方資料室書庫ツアー
参加人数：18名

〇道立図書館ならではの資料にふれても
らうとともに、参加者アンケートにより
ニーズの把握ができた。

9

145

道立図書館：北海道史研究
団体との連携による講演会
「講演会・資料で語る北海
道の歴史」

教育 生涯学習推進局 社会教育課

古文書等の資料に詳しい講師を迎えて北海道の歴史を
学ぶ講演会を開催し、北海道の歴史や文化を再認識す
るとともに、道立図書館の所蔵資料への興味と理解
を深めることで図書館の利用促進を図る。

H19 Ⅲ 7 (21)

R7:参加者数36名 北海道の歴史に関するテーマについて、
講師の最新の研究成果に身近に触れる機
会を提供し、道民の学習意欲に応えた。

1
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146
地域で支える家庭教育支援
推進事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○地域における総合的な家庭教育支援活動の在り方の
検討等を行う「家庭教育推進協議会」を設置。
○家庭教育支援者を対象に、家庭教育支援に関する講
義や家庭教育支援者同士の実践交流を行う「家庭教育
支援オンライン懇談会」を実施。
○家庭教育支援者の資質向上やネットワーク化を図る
ために「家庭教育支援者資質向上研修」を実施。

R6 Ⅱ 6 (13)

○家庭教育推進会議の開催
（2回）
○家庭教育支援オンライン
懇談会の実施（28名）
○家庭教育資質向上研修の
実施（14管内263名）

　家庭教育支援者相互のつながりを強化
することにより、より多くの保護者に効
果的な家庭教育支援の取組を提供するこ
とができた。

8 10

　全ての保護者が安心して家庭教育を行
うことができる支援体制構築のため、引
き続き、家庭教育支援者の資質向上と連
携を進め、地域全体で家庭教育を支える
取り組みの拡充が必要である。

147 北海道社会教育委員の会議 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○令和７年７月、10月、令和８年３月の３回開催
○「今後の北海道の生涯学習推進について」（提言）
等について、議論

継続 Ⅴ 13 (41)

　社会教育委員（兼生涯学習審議会委
員）の専門的な見地からの意見や一般道
民の立場からの意見を反映させ、北海道
を巡る諸情勢や北海道の生涯学習の状況
を踏まえた提言の案を作成した。

148
社会教育団体活動補助金
（社会教育指導係）

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○社会教育活動を支援するため、「北海道発明工夫教
育連盟」の行う青少年の創造性を啓発する事業に補助
する。
○青年団体の中核となる指導者を養成するともに、青
年の健全育成を図るため、「北海道青年団体協議会」
の行う事業に補助する。
○女性関係団体の自主的な活動を促進するため、「北
海道女性団体連絡協議会」の行う事業に補助する。
○青少年団体の自主的な活動を促進するため、「一般
社団法人北海道子ども育成連合会」の行う事業に補助
する。

継続 Ⅳ 12 (38)

○青少年科学技術振興作品
展の開催（全道展、地方
展）
○全道青年大会等の開催
○北海道女性大会等の開催
○北海道地域子ども会育成
研究協議会等の開催

○「青少年科学技術振興作品展」への補
助を通じて、科学技術教育の充実を図る
とともに、青少年の主体的な学びや創造
力の向上など青少年の健全育成に寄与し
た。
○各種大会等への補助を通じて、学習機
会の充実や知識・意識の向上、リーダー
シップや課題解決能力などの資質向上が
図られた。あわせて、参加者同士の交流
によるネットワークの形成・強化や情報
共有・連携の促進が進み、青年団体・女
性団体・子ども会活動の活性化に寄与し
た。

10 11
「補助団体の組織体制の強化」や「活動
の活性化」を図るための支援の「充実」
と「継続」。

149
障がい者の生涯学習支援体
制構築モデル事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○学校卒業後における障がい者の学びの場の整備・拡
充などについて協議することを目的に、関係機関が参
画する「地域コンソーシアム会議」を開催。
○障がい者の学びを支える学習支援者等の育成に向
け、基本的な考え方、合理的な配慮の理解促進を図る
「障がい者の学びの支援入門講座」の実施。
○学校卒業後の障がい者が学び続けられる生涯学習を
推進するため、研究協議や実践交流を行う「共に学
び、生きる共生社会コンファレンス」を開催。
○関係者の障がい者の生涯学習の重要性についての理
解を促進するために、有識者による講演や道内の先行
的な取組を発表する「障がい者の生涯学習に関する理
解促進に向けたキャラバン隊」を実施。

R5 Ⅴ 13 (41)

○地域コンソーシアム会議の開
催（3回）
○障がい者の学びの支援入門講
座の実施（全６回）
○共に学び、生きる共生社会コ
ンファレンスin北海道の開催
（会場：函館市、参加者182
名）
○障がい者の生涯学習に関する
理解促進に向けたキャラバン隊
の実施（５管内）

　障がい者の多様な学習活動の総合的な
支援を推進するための「体制の構築（障
がい者本人や家族、福祉、医療、教育等
の関係者が参画するネットワークの構
築）」や「人材育成」、「実践研究」な
どを行い、共生社会の実現に向けた取組
を推進することができた。

6 11 12

障がい者本人や家族、福祉、医療、教育
等の関係者との連携を強化するととも
に、地域間の状況を踏まえた、持続的な
推進の在り方などを検討する必要があ
る。

150
子どもの望ましい生活習
慣・学習習慣定着研修事業

教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

子どもや保護者及びPTA・地域住民など社会全体で意識
の向上を図り、学習・読書・運動習慣等を含む子ども
の望ましい生活習慣の定着に向けた取組を促進するた
め、各地域の課題・実情等を踏まえて、様々な場面に
おいて、既存の資料等を活用した普及・啓発活動や研
修活動等を実施する。

R5 Ⅱ 6 (12)

○保護者等を対象とする研
修会等で、子どもの望まし
い生活習慣・学習習慣の定
着の重要性を啓発（14管内
22回、参加者2,308名）

　各地域の課題・実情等を踏まえた、学
習・読書・運動習慣等を含む子どもの望
ましい生活習慣の重要性について、保護
者や地域住民の理解を深めることができ
た。

10 12

子どもの望ましい生活習慣・学習習慣定
着の重要性を浸透させていくため、取組
の成果や課題を把握し、効果についての
検証をするとともに、引き続き、普及・
啓発活動や研修活動等を実施する必要が
ある。

151 社会教育施設管理費 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課

○指定管理者制度導入
・道立青少年体験活動支援施設ネイパル砂川
・　　　　　　同　　　　　　ネイパル深川
・　　　　　　同　　　　　　ネイパル森
・　　　　　　同　　　　　　ネイパル北見
・　　　　　　同　　　　　　ネイパル足寄
・　　　　　　同　　　　　　ネイパル厚岸

継続 Ⅱ 4 (7)

○延利用者数　131,211人
（内訳）
・主催事業12,402人
・受入事業  118,809人

〇指定管理者による柔軟な施設運営によ
り、利用者満足度調査では、総合評価で
96.7％の満足度を獲得している。

1 2 15

○地域の実態やニーズを把握し、必要な
支援策を検証
〇利用者数の回復、安定した施設運営の
ための運営経費の確保
〇施設の教育機能を十分に発揮するため
の計画的な修繕・改修
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152 許認可事務等市町村交付金 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

道指定文化財の軽微な現状変更等許可事務を行った市
町村に交付するための交付金

継続 Ⅳ 11 (34)

交付先９市町 北海道権限委譲事務交付金交付要綱等に
基づき適切に交付金を交付した。

3

153 文化財保護審議会 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

北海道文化財保護審議会に関する事務

継続 Ⅳ 11 (34)

・審議会開催回数　２回
・文化財の指定に係る詳細
調査物件数　１件
・文化財の指定に係る答申
物件数　２件

北海道文化財保護審議会条例等に基づき
適切に運営を行った。

15

文化財研究者の人材不足により、委員選
定が困難になってきていることから、将
来を見据えた委員候補人材の確保が必
要。

154

指定管理者制度導入施設に
係る管理費用（北方民族博
物館、文学館、釧路芸術
館）（負担金）

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

北方民族博物館、文学館、釧路芸術館の管理・事業費
等

継続 Ⅳ 11 (34) 1 6 9

・展覧会事業の観覧者数は指標値を上
回っており、引き続き事業内容及びＰＲ
の充実を図る。

155

指定管理者制度導入施設に
係る管理費用（北方民族博
物館、文学館、釧路芸術
館）（直営分）

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

北方民族博物館、文学館、釧路芸術館の管理・事業費
等

継続 Ⅳ 11 (34)

156
指定管理者制度導入施設に
係る管理費用（埋蔵文化財
センター維持管理費）

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

埋蔵文化財の調査研究を行い、保存・活用を図り、道
民の理解を深めるための道立埋蔵文化財センター維持
管理に要する負担金

継続 Ⅳ 11 (34)

・R7年度の利用者数
 10,449

指定管理者による運営に係る管理目標達
成度：AAA（非常に適切な管理運営であ
る）

1 6 9

157 美術館維持運営費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

・近代美術館の維持運営費
・旭川美術館の維持運営費
・函館美術館の維持運営費
・帯広美術館の維持運営費
・三岸好太郎美術館の維持運営費 継続 Ⅳ 11 (34)

多くの方が文化芸術に触れる機会を提供
するために、効果的な事業運営が図られ
た。

1 6 9

今後も多くの方が文化芸術に触れる機会
を提供するために、より効果的な事業運
営が必要。

158 美術館事業費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

道立美術館５館の事業費等

継続 Ⅳ 11 (34)

・R7年度の利用者数
411,447人
・R7年度オンラインアート
教室　23校
・R7年度鑑賞学習支援ツー
ル（学校貸出用美術鑑賞教
材）の貸出　26校

事業の実施により、美術館の作品を身近
に感じてもらうことができ、学習の場と
して、美術館の活用促進が図られた。

1 6 9

今後も多くの方が文化芸術に触れる機会
を提供するために、より効果的な事業展
開と広報が必要。

159
博物館登録等博物館事務、
学芸員資格・講習会等事務

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

博物館登録等博物館に関する事務、学芸員資格・講習
会等に関する事務

Ⅳ 11 (34)

・博物館登録（再登録含
む）３件
・博物館指定施設の指定
（確認を含む）
・博物館職員研修(基礎コー
ス)１回

芸術文化活動を楽しめる環境づくりの促
進が図られた。
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160 文化財保存対策費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

・文化財保護法等に基づき、文化財の保存・活用等を
図るための事業

・文化財パトロールの実施
・未指定文化財の保存対策　等
・美術品等として価値のある古式銃砲や刀剣類の保
護、活用

継続 Ⅳ 11 (34)

・文化財パトロールの実施
件数　547件
・北海道犬保存に係る補助
事業数　2事業
・未指定文化財の調査件数
2件
・銃砲刀剣類の登録証の交
付・所有者変更等　976件

文化財の現状の把握、文化財指定に向け
た調査などを実施することにより、道内
における文化財の積極的な保存・活用が
図られた。

3

161 遺跡埋蔵文化財保存対策費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

文化財保護法に基づき、土木工事等に対する文化財保
護上の必要な指示を行うための埋蔵文化財包蔵地の調
査を行うための事業

継続 Ⅲ 7 (21)

所在調査56件
試掘調査29件

所在調査では表面踏査により包蔵地の推
定範囲を把握し、試掘調査でその保存状
況・分布範囲等を把握し、埋蔵文化財の
保護と開発との調整を果たした。

11

162 アイヌ文化財保存対策費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

・アイヌ民俗技術及びユカラを記録保存、アイヌの生
活用語や伝統的な風俗習慣、民俗芸能の保存伝承活
動、アイヌ民俗文化財業務に携わる専門職員等を対象
とした資質向上及び要請を図る事業

継続 Ⅳ 11 (34)

・金成マツノートの翻訳・
整理した報告書2冊作成
・民俗技術伝承講座及び民
俗芸能伝承講座 7会場・延
べ96回
・専門職員研修 １回

事業の実施により、アイヌ民俗文化財を
次世代に継承するべく、積極的な保存伝
承・活用を図ることができた。

1 2 8

163 文化財保護活動費補助金 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

文化財に対する道民の理解を深め、普及啓発事業や、
顕彰事業、情報発信等の事業実施に対する補助金

継続 Ⅳ 11 (34)

補助団体数　１団体 文化財の保護意識の高揚等に寄与するこ
とができた。

1

164
埋蔵文化財情報システム維
持管理費

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

埋蔵文化財包蔵地に関する情報をインターネットを通
じて公表し、道民に周知するための維持管理事業

継続 Ⅲ 7 (21)

ウェブサイト「北の遺跡案
内」アクセス数:25,339件

埋蔵文化財の保護を図るため、埋蔵文化
財包蔵地の周知徹底を図り、道民に対し
て埋蔵文化財情報を積極的に公開した。

11

165
世界遺産保存活用の取組の
推進

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

世界遺産となった縄文遺跡群保存・活用に向けた取組
の推進

継続 Ⅲ 7 (21)

縄文遺跡群については環境生活部文化振
興課縄文世界遺産推進室とともに活用等
に取り組んだ。

11

166
文化財に親しむ機会の提供
と情報の発信

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

文化財を学校教育や社会教育の場において活用する機
会や、子どもたちや地域の人々が文化財に親しむ機会
を提供するとともに、文化財に関する多様な情報の発
信の取組

継続 Ⅳ 11 (34)

・「北海道文化財保護強調
月間」における事業実施市
町村数　135市町村
・道内の文化財を紹介する
ホームページ「文化財まる
知ナビ」のアクセス数　856
件

事業の実施により、子どもたちや地域の
人々が文化財を身近に感じることができ
たことで、文化財保護に対する意識を高
めることができた。

1 6

167
日本遺産認定に向けた取組
の推進

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

地域の文化財の日本遺産認定に向けた市町村の主体的
な取組に対する支援等を行う

継続 Ⅲ 7 (14)

重点支援地域認定　１件 事業の実施により、日本遺産審査・評価
委員会審査における「炭鉄港」の道内初
の重点支援地域認定に寄与することがで
きた。

2
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168
「アートギャラリー北海
道」推進事業

教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

同婦負の美術館等が所蔵する美術品等の価値を見つめ
直し次世代へ引き継ぐとともに、その魅力を発信する
ため、美術館等の連携による所蔵作品の相互紹介やイ
ベント事業、PR活動を展開する。

継続 Ⅳ 11 (34)

・R７年度　連携展
（道立2館2展）
・若手作家紹介展
（1館1展）

連携館相互の情報交換・交流の場を設け
ネットワークの充実を促進した。

1 6 9

PR活動の充実と併せて移動美術館等の開
催方法の検討を行う等、様々な可能性に
ついて探る。

169 美術品収集費 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

継続的な美術作品の収集のための北海道美術品取得基
金財産の買い戻しに要する経費

継続 Ⅳ 11 (34)

R７年度　寄付件数２件 継続的な美術作品の収集が図られた。

1 6 9

コレクションの量的充実と質的向上を図
るため、収集方針に基づき系統的な作品
収集が必要。

170 近代美術館の整備 教育庁
生涯学習
推進局

文化財・
博物館課

老朽化や狭あい化が著しい道立近代美術館のリニュー
アルに向け、施設整備の方向性やリニューアル後の美
術館活動、運営方法等をまとめた基本計画を策定し、
当該計画に基づく整備事業を推進する。

Ⅳ 10 (30)

一般道民や事業者からの意見聴取や、有
識者会議における議論等を通して、北海
道立近代美術館リニューアル基本計画の
策定に向けた検討を行った。

1 6 15

リニューアル基本計画を策定し、計画に
基づきリニューアルに向けた具体的な取
組を推進する。

171 少年非行防止対策 警察本部 生活安全部 少年課

　学校、教育委員会等と連携し、いじめや薬物乱用の
防止等をテーマとした非行防止教室等の実施を推進す
るほか、分かりやすい内容の広報啓発用小冊子を作
成、配布するなどし、もって少年の非行防止を図るも
の。

継続 Ⅲ 7 (20)

・非行防止教室の実施状況
  　対象校数　1,203校
　　実施回数　1,939回
・小冊子等の配付
　　少年補導ｼﾘｰｽﾞ
　　　11,910部
　　薬物乱用防止ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
　　　28,360部

　学校、教育委員会等と連携し、多数の
学校でいじめや薬物乱用の防止等をテー
マとした非行防止教室を実施するととも
に、広報啓発用小冊子を作成、配布し、
少年の非行防止を図った。

6

　少年を取り巻く社会情勢が変化する
中、これまで以上に学校、教育委員会と
連携し、より効果的な非行防止対策に取
り組んでいく必要がある。

172 少年補導員活動促進 警察本部 生活安全部 少年課

　各警察署長から委嘱されたボランティアである少年
補導員が、少年補導、非行少年の立ち直り支援、少年
の体験活動等を推進し、もって地域ぐるみで少年の非
行防止を図るもの。

継続 Ⅲ 7 (20)

・少年補導員の委嘱数
　　　2,952人

 各警察署において少年警察ボランティ
アとして少年補導員を委嘱し、少年補
導、非行少年の立ち直り支援、少年の体
験活動等を推進した。

10

　少年補導員の活動は、少年の規範意識
を養い、コミュニケーション能力を育成
するという重要な役割を担っており、よ
り活動を活性化していく必要がある。

173 高齢運転者個別指導 警察本部 交通部 運転免許試験課

高齢運転者を対象として、運転シミュレータを活用し
た危険予測・特殊環境時の運転方法等について自覚を
促す個別指導を実施

継続 Ⅲ 7 (20)

令和７年中
　実施回数　64回
　指導人数　589人

令和７年中の高齢運転者による人身交通
事故件数は、2,419件（前年比－105件）
で前年より減少し、一定の成果を収めて
いる。

2

高齢運転者による交通事故の占有率は、
高水準で推移しているため、本指導の対
象者を確保し、安全運転教育を推進す
る。
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